
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

No. 

ケニ事 
J R

06-004

ケニア共和国 

ナクル地域における環境管理能力向上 

プロジェクト 

中間評価調査報告書 

 

 
（2007 年）  

平成 19 年３月 

ケニア事務所 

独立行政法人国際協力機構 



 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ケニア共和国 

ナクル地域における環境管理能力向上 

プロジェクト 

中間評価調査報告書 

 

 
（2007 年）  

平成 19 年３月 

ケニア事務所 

独立行政法人国際協力機構 



 

序     文 
 

 

日本国政府はケニア共和国政府からの技術協力要請に基づき、2005 年２月 14 日から４ヵ年

にわたる技術協力プロジェクト「ケニア共和国ナクル地域における環境管理能力向上プロジェ

クト」を開始しました。 

独立行政法人国際協力機構は協力開始後３年目にあたり、本計画の進捗状況や現状を把握し、

同国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対し、必要な提言を行うとともに、必要に応じて活

動計画の見直しを行うために、2007 年２月 12 日から２月 16 日まで JICA 国際協力総合研修所

今井千郎国際協力専門員を団長として、ケニア共和国側と合同でプロジェクトの中間評価を行

いました。 

調査団は、ケニア共和国政府関係者との協議及びプロジェクト・サイトでの現地調査を実施

し、プロジェクトの運営や事業内容等を検討し、必要な助言を行いました。 

本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの

展開に広く活用されることを期待いたします。 

終わりに、本調査に対してご協力とご支援を賜りました両国関係者の皆様に心から感謝の意

を表しますとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 19 年３月 

 

独立行政法人国際協力機構 
ケニア事務所長 狩野 良昭 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ケニア共和国 案件名：ナクル地域における環境管理能力向上プ

ロジェクト 

分野：環境管理－その他公害対策（旧） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA ケニア事務所 協力金額（評価時点）：１億 8,500 万円 

先方関係機関：ナクル市役所（地方自治省） 

日本側協力期間：2005 年２月 14 日－ 

               2009 年２月 13 日 
協力期間 R/D：2005 年２月 10 日 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ナクル市はナイロビから約 160km 北西に位置する人口 36 万人を有するケニア共和国（以

下、「ケニア」と記す）第４の都市である。古くからインド洋岸都市モンバサから首都ナイロ

ビを経由してビクトリア湖畔の都市キスムへと通じる交通の要衝として、また周辺農産物の

加工・流通の拠点として都市機能を拡大させてきた。1963 年の独立以降、大規模プランテー

ションの衰退により周辺地域農民が移入、それに伴い市北部の商工業地域面積は過去 30 年間

で９km2 から 290km2 に急増し、バッテリー、皮革なめし、繊維、食料品加工、蚊取線香（除

虫菊）など水質汚濁物質を排出する工場が集積した。その結果、慢性的な水不足や未処理の

生活排水・産業廃水による水質汚染が解決すべき問題となっている。 

一方、ナクル市は、マウ山脈の裾野に広がる森林、ナクル湖に流入するいくつもの河川を

含む 1,600km2 のナクル湖集水域の中にあり、市民生活はその集水域の森林、川、地下水とい

った自然資源を享受することで成立している。しかし、ナクル市民と集水域内の違法住民の

数が増加することで森林は伐採され、集水域の森林面積は過去 30 年間で 47％から 15％に減

少、土壌浸食による森林地域の保水力低下が心配されている。また、水資源が汚染されてい

るため住民は感染症の危険にさらされており、乳幼児の死因第１位は腸チフスという状況で

ある。 

また、ナクル市の南部にはフラミンゴの生息地として世界的に有名なナクル湖がある。ナ

クル湖はフラミンゴだけでなく、450 種の陸生鳥類と 70 種の水鳥、さらに各地からの渡り鳥

が生息する希少さからラムサール条約の登録地となっている。また、公園内には他の国立公

園では見られない大型動物がケニア野生生物公社（KWS）の保護管理の下に生息しているた

め、ケニアでも有数の来園者数を誇る国立公園となっている。しかしながら、ナクル湖は集

水域の中で一番標高が低いところに位置するため、集水域内の市民生活排水や産業廃水、汚

染物質は河川流入と地下浸透により湖に集中しやすく、さらに閉鎖湖であるがために流入し

た汚染物質は湖に蓄積されやすい。よって、湖を中心とする生態系において、ナクル市及び

集水域からの汚染物質流入の影響が懸念されている。 

以上のように、ナクル市内の水質汚染と集水域全体の水資源の劣化は、今後の市民生活と

産業活動の持続的発展や希少な生態系・自然資源の保全にかかわる重要な問題である。  

このようななか、ナクル市役所（MCN）は 2001 年 11 月に環境局を新設し、ナクル湖流域

における主要汚染源管理（工場廃水、生活排水、廃棄物等）を含めた環境管理に取り組もう

としているが、組織としてはまだ脆弱であり、環境行政や環境管理の能力の向上が必要とさ
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れている。そして、MCN が環境管理をより効果的・効率的に執行するためには信頼性の高い

科学的データの収集・管理が不可欠であるが、汚染源・汚濁化学物質の特定、定期的な水質

モニタリング、湖の水収支などの調査・データ管理はまだ技術的にも経験的にも不十分な状

態である。  

ナクル湖流域で活動する NGO や他援助機関は、森林保全、流域土地利用や廃棄物管理、

野生生物保護などの環境管理にかかわる活動を行っているが、各々が散発的で連携が不十分

であったため調査結果や活動成果が蓄積されにくい状況にある。この状況を改善するために

も、MCN がイニシアティブをもってより効果的かつ持続可能性をもってナクル市及びナクル

湖流域の環境管理に取り組むことが期待されている。  

これらの状況を踏まえ、ケニア政府は MCN を実施機関とするナクル市の環境管理能力を

向上させることを目的とした技術協力プロジェクトを要請した。 なお、これまでのナクル市

における日本政府の協力として、1987 年からの円借款による給水プロジェクト、1994 年から

の無償資金協力での下水道施設修復・拡張が行われた。その下水道施設修復事業の一環とし

て、水質モニタリングを実施するための水質試験所（WQTL）がナクル湖国立公園（LNNP）
内に建設された。 

 

１－２ 協力内容 

 （１）上位目標 

  ナクル湖流域の環境管理能力が向上する。 

 

 （２）プロジェクト目標 

  ナクル市の水分野を中心とした環境管理能力が向上する。 

 

 （３）成 果 

１．信頼できるデータを得るための適切な水質モニタリングプログラムが開発される。

２．ナクル市が環境管理を実施するためのツール及び仕組みが整備される。 

３．ナクル湖流域管理のためのデータ収集・解析活動を通じて、主要関連機関の間の流

域管理に対する持続的な共同体制が構築される。 

４．官民の関係者による環境管理への取り組み体制が向上するよう、教育・啓発活動が

行われる。 

 

 （４）投入（評価時点） 

  日本側： 

 長期専門家派遣 ３名 機材供与 2,835 万 1,000 円 

 短期専門家派遣 ９名 ローカルコスト負担 1,304 万 3,000 円 

 研修員受入れ １名   

  ケニア側： 

   カウンターパート配置 25 名 土地・施設提供  
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２．評価調査団の概要 

調査者 総括／事業評価 JICA 国際協力総合研修所 国際協力専門員  

評価分析    アイ・シー・ネット株式会社  研究員  

協力計画    JICA ケニア事務所 所員     

今井 千郎 

金子 和代 

江崎 千絵 

調査期間 2007 年２月 12 日～2007 年２月 16 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 1 

 （１）各成果の達成 

成果１：信頼できるデータを得るための適切なモニタリングプログラムが開発・実施さ

れる。 

2005 年５月に WQTL で定期モニタリングが開始された。2006 年６月から 10 月まで一

時中断したが、2006 年 11 月より再開している。上記モニタリングの結果、分析サンプ

ル数（2006 年 12 月現在、合計 2,517 サンプルが分析済み）、項目数ともに増加し、結果

が WQTL 内でデータベース化されている。また、ナイロビ・モンバサにある主要検査所

を訪問するなど、ラボ運営のあり方についての知見を深めたほか、認証を受けるために

必要な手続きも進めている。WQTL では、品質管理方法や標準作業手順書を含むラボ管

理のマニュアルが作成され、ラボ認証プロセスに向けた手続きが進められている。 

 

成果２：ナクル市が環境管理を実施するためのツール及び仕組みが整備される。 

ナクル市内で汚染排水量が比較的多い事業所 13 のうち、環境局汚染管理課が行った指

導に基づき、９事業所が市で定められた排出基準を順守した（順守率 69％）。汚染管理

課スタッフに対する技術移転については、コンピューター基礎トレーニング（Word、
Excel、アークビューなど）が日常業務のなかで行われているほか、環境管理行政の基礎

となる業務分掌の発令や、環境局内での週報、月報の作成を通じた業務報告体制が整い

つつある。また、これまで短期専門家による連続講座３回（水質基準・工場立ち入り検

査、湖沼管理関連）が実施されている。現在プロジェクトのウェブサイトを構築中であ

るが、より具体的な環境管理のツールについては、その内容や使用する対象者などが特

定されておらず、現時点では開発されていない。 

 

成果３：ナクル湖流域管理のためのデータ収集・解析研究活動を通じて、主要関連機関

及び利害関係者の間の流域管理に対する持続的な共同体制が構築される。 

現在、主要３機関〔MCN、ナクル水・衛生有限会社（NAWASSCO）/WQTL、KWS/LNNP〕
の間で水質モニタリング及び水質管理の協力に関する合意書を作成中である。近く締結

の運びとなる予定である。 

 

成果４：官民の関係者による環境管理への取り組み体制が向上するよう、教育・啓発活

動が行われる。 

                             
1 成果１を除き、活動の計画（「いつまでに」「何を行い」「その結果どのような状況が達成されているか」）がプロジェクト･デザイン･

マトリックス（PDM）に明確に設定されていないため、各活動の「達成度」を判断することは不可能だった。したがって、ここで

は、プロジェクト開始時点から現時点に至るまで「何が行われたか」をまとめるにとどめる。 



iv 

MCN と地元の学校を結ぶ教育チャンネルが構築中であるほか、MCN、国立図書館、

NGO2 団体と連携し、同図書館ナクル支部に情報センターを設立する準備が進められて

いる。本プロジェクトの初年度には計６回のワークショップが開催され、合計約 600 人

が参加した。また、13 歳以上の生徒を対象とした教育教材を開発中である。今後、ナク

ル湖流域の水質管理に関するセミナー（2007 年２月）、クリーナープロダクションに関

する研修（同年３月）の開催が予定されている。 

 

 （２）プロジェクト目標（ナクル市の水分野を中心とした環境管理能力向上）の達成度 

定期モニタリングは一定期間を除きおおむね順調に実施されており、そこで集められ

たデータは、環境局による事業所への指導など、一部目的のために活用されている。し

かし、そのデータをより一層の環境管理行政に活用するまでには至っていない。情報公

開を含め、蓄積されたデータを活用した環境管理ツールの開発は重要であり、残りの期

間でその内容を明確にし、データの活用強化に向けた具体的なアクションをとることが

望まれる。 

全体的に見ると、計画されていることはある程度実施に移されており、今後 2 年間の

プロジェクト活動を実施していくうえでの基礎固めが行われてきた。今後それらを基に

各プロジェクト活動の成果が発現されることが期待される。今後の各成果項目とプロジ

ェクト目標の達成状況を注視する必要がある。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下のとおり判断できる。 

・1999 年に策定された「環境管理調整法（Environment Management and Coordination Act）」
は、環境管理の地方分権化とキャパシティ・ディベロップメントの促進を重視してい

る。ナクル市は 2001 年に環境局を新設し、ナクル湖流域の主要汚染源管理（生活排水、

工場廃水、廃棄物など）を含む環境管理に取り組んできた。しかし、組織としてはま

だ脆弱であり、環境行政や環境管理能力の向上が必要とされる。 

・環境保全は日本の援助政策でも重要とされ、水質汚濁を含む水問題への積極的な取り

組みが強調されている。ナクル市に対する日本の援助実績として、上水・下水整備事

業や「大ナクル上水事業に係る援助効果促進調査 I、II（SAPS I、II）」などが実施され

ており、対象地域への知見は十分蓄積されている。 

・ナクル湖は集水域の中でも標高が低いところに位置するため、ナクル市や近隣地域か

らの生活排水や産業・工場排水が流入する。同湖の保全にはこれらの適切な管理が不

可欠であり、信頼性の高い水質モニタリングへのニーズは高い。 

[CE1]・WQTL は上下水道モニタリングの責務があり、能力強化のニーズは高い。かつ、

リフトバレー地域における数少ない水質試験所であることから、既存の能力を勘案す

るに当該地域における水質モニタリング拠点としても能力強化の必要性が高い。 

・本プロジェクトは環境管理の組織制度強化に焦点を当て、水質モニタリングシステム

を確立したあと（成果１）、そこから入手されたデータを活用しながら環境管理行政を

強化し（成果２）、流域管理における関係機関との協力（成果３）と環境教育・啓発活
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動による市民・事業体を対象とした環境意識の向上（成果４）をめざす形となってい

る。このような段階的なアプローチは妥当とされる。 

[CE2]・事前評価調査実施後の政策、社会経済状況の変化として、２点あげられる。１つ

には MCN の実施体制について、環境局次長の長期不在、一時的な環境局長２名体制

（後者については解決済み）、汚染管理課スタッフ全員が保健省からの出向者である

ことが明らかになった。また、NAWASSCO が上下水道モニタリングを担当する有限会

社でありながら、湖や河川を含む上下水道以外のモニタリングも活動範囲に入れた本

プロジェクトの実施機関として選定されたことがプロジェクト開始後に認識された。

[CE3] 

 （２）有効性 

各成果の具体的な達成度とプロジェクト目標の達成は、前項「３－１ 実績の確認」

に記載されているとおり、本プロジェクトの有効性は、以下のとおり見込まれる。 

・全体として、プロジェクト目標達成に向けて計画されている活動はある程度実施に移

されているといえる。成果１の水質モニタリングプログラム開発・実施はほぼ計画ど

おり進んでおり、成果２についても、汚染管理課による工場立ち入りと指導を通じて、

企業による排出量基準の順守率が向上している。ナクル湖流域の水質管理における主

要３機関の連携体制が構築されつつあるほか（成果３に関連）、環境教育に関連した教

材作りや情報センターの構築（成果４に関連）など、現在進行中の活動も見られる。

・プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成するには、主要３機関の連携構築・

強化と MCN の実施体制強化を足がかりにし、まだ成果が発現されていない活動（水

質モニタリングデータの活用強化、環境管理ツールの開発、情報公開チャンネルの構

築など）を残り期間で進めることが必要である。 

・プロジェクト目標の達成に影響を与えた要因として、プロジェクト関係者の事務所ス

ペースに関する問題、ケニア側（特に MCN）のキャパシティと人員配置に関するギャ

ップ（カウンターパートの人数、保健省からの出向）、環境局長 2 名体制や環境局次長

の長期不在などがあげられる。 

 

 （３）効率性 

・４つの成果はプロジェクト目標を達成するのに適切だったと考えられる。しかし、成

果の達成度合いに応じた活動の設定を検討する必要がある。 

・短期専門家の派遣は、プロジェクトの計画に沿って投入された。長期専門家については、

業務調整員１人がプロジェクト開始当初から、チーフアドバイザーがプロジェクト開

始後、約３ヵ月後に派遣されている。MCN は環境管理行政の能力向上を必要としてお

り、その分野の専門家が配置されたことはニーズに合致していると考えられる。ケニ

ア側カウンターパートの実施体制が十分に整わない時点での投入は早すぎるという意

見もあり、その点では当初想定されたよりも効果の発現に影響があったと考えられる。

・日本側から供与された機材の多くは、WQTL が水質モニタリングを定期的に実施する

うえで必要であり、内容・タイミングともに妥当であった。プロジェクト終了後もケ

ニア側が供与機材を管理できるよう、ケニア側の予算化を含めた対応を検討する必要

がある。 
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・プロジェクト開始時からの２年間で、カウンターパート研修の受入人数は１人となっ

ている。このとき研修員が受講した研修は、業務への取り組み姿勢やモチベーション

向上に大きく貢献したが、業務内容と必ずしも合致するものではなかった。次回以降

の研修では、研修員の業務に合致するような研修内容を検討する必要がある。 

・有限会社たる NAWASSCO の位置づけが明確になり、水質モニタリングの一時停止に

つながった。また、MCN の人事問題（汚染管理課スタッフの出向問題、環境次長の長

期不在など）といった外部条件がプロジェクト成果の達成に影響を与えた。 

 

 （４）インパクト 

・プロジェクト目標の達成に向けた活動は概して実施に移されている。ナクル市の行政

範囲はナクル湖流域の一部であり、上位目標の「ナクル湖流域の環境管理能力向上」

をめざす場合、MCN が単独でイニシアティブをとり環境管理問題に取り組むことは難

しい。民間企業や市民社会や住民など、地域の関係者全体を巻き込んだ環境管理への

取り組みを、ナクル市とその他の団体が連携して進めることが協力の効果を一層高め

ることにつながると考えられる。 

・プロジェクトの波及効果として、ナクル市から流入する汚染物質の情報が収集しやす

くなり、水質モニタリングの結果がナクル市住民と企業に汚染物質軽減への意識を喚

起するものと考えられる。 

・MCN、NAWASSCO/WQTL、KWS/LNNP が良好な関係を維持することはプロジェクト

目標達成に不可欠である。現在、主要３機間で会合がもたれ、一連の協議・調整を経

て、各機関の位置づけと役割が整理されつつある。主要３機関の協力関係を構築する

ことで、対象地域の水質モニタリング・水質管理に対するオーナーシップ強化が期待

される。 

 

 （５）自立発展性 

・MCN に関しては、汚染管理課スタッフの環境管理行政全般、特に水質モニタリングの

データ解析や公害防止の法執行能力強化が急務である。[CE4]近く成立予定のナクル市

環境条例は、汚染を排出する工場や事業所に対し定期的なモニタリング結果の報告を

義務づけており、成立すれば汚染管理課による工場立ち入り検査等法の施行やモニタ

リングデータの活用を促進すると期待されている。 

・WQTL の認証が不可欠であるほか、水質モニタリング活動を持続させるための対応も

必要である。ナクル湖流域の環境管理能力向上については、現在 3 機関（MCN、

NAWASSCO/WQTL、KWS/LNNP）と日本人専門家で調整が進められている合意書の早

期締結が望まれる。 

・現在、プロジェクト活動費の多くは日本側により負担されている。プロジェクト終了

後の持続性を考えるうえで、プロジェクト終了前からケニア側がコスト負担できる体

制を整えておくことが不可欠である。MCN については、まず必要な活動とそれにかか

る費用を特定し、予算申請サイクルに合わせて市議会に予算申請する必要がある。

WQTL の水質モニタリングに関する費用負担については、現在作成中の合意書で調整

されている。 
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・WQTL スタッフへの水質モニタリングに関する技術移転は、現時点で大きな支障なく

受け入れられている。水質モニタリングに関するスタッフの技術とラボ運営の状況が

現状を維持できれば、技術面での持続性は確保されると考えられる。 

・MCN（特に汚染管理課）については、現在彼らが身につけている能力は環境管理行政

の基礎であり、今後とも活用されることが期待される。[CE5] 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （１）計画内容に関すること 

・WQTL では定期モニタリングやラボ管理がおおむね順調に進められており、定期的な

水質モニタリングの実施を通じた水質データの取得（成果１に関連）に貢献している。

・成果２に関連し、汚染管理課は、工場立ち入りや指導を通じて、企業側の汚染排出基

準順守率について一定の数字を達成している。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

・MCN、NAWASSCO/WQTL、KWS/LNNP の３機関と日本人専門家の間で、水質モニタ

リング・管理の協力に関する合意書が作成されている。その過程で WQTL による水質

モニタリングの費用負担、主要３機関の関係と各々の役割が整理され、本プロジェク

トを実施するうえで不可欠な主要３機間の連携が構築されつつある。 

・汚染管理課スタッフと日本人専門家が同室で働ける執務スペースを得たことにより、

日本人専門家チームが日々の仕事を通じて指導できる環境が整い、業務の効率化、職

員の業務取り組み姿勢も向上した。[CE6] 

・WQTL スタッフの知識・経験・向上心が高く、成果１への発現に大きく貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （１）計画内容に関すること 

・WQTL の位置づけと業務範囲に関する認識が不明確なまま水質モニタリング活動が行

われ、一時定期モニタリングが中断した。また NAWASSCO と KWS は討議議事録（R/D）

に署名しておらず、R/D の付属資料カウンターパートリストには明記されているもの

のプロジェクトへの参加が公約されているとはいえない状況であった。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

・ケニア側の実施機関であるナクル市環境局の汚染管理課は、当初予定のカウンターパ

ート人数に満たない数の配置、かつスタッフ全員が保健省からの出向者であることに

加え、2006 年９月まで事務所スペースが確保されなかった。また、同課を管轄する環

境局では、次長職の長期不在や局長２人体制などが、プロジェクト実施の意思決定プ

ロセスに影響を与えた。 

 

３－５ 結 論 

・プロジェクト活動の一部について成果が見られる。WQTL による水質モニタリング活動

は一部を除きおおむね順調に実施されており、汚染管理課による工場立ち入りや指導を
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通じた企業側の順守率も一定の数字を達成している。環境教育についても、教材作成や

情報センターの構築準備などといった活動が進められている。 

・プロジェクトに影響を与えた点として、[CE7]MCN の実施体制に関する問題（汚染管理課

スタッフの出向問題、次長職の不在、局長２人体制など）や、事前評価調査時には明確

でなかった３機関（MCN、NAWASSCO、KWS）の関係とそれぞれの役割〔上下水道サ

ービスを主とする有限会社 NAWASSCO/WQTL の位置づけと本プロジェクトの活動（水

質モニタリング全般）との関連〕があった。 

・プロジェクト実施にあたってプラスに働いた点として、汚染管理課スタッフと日本人専

門家が一緒に業務を行う事務所スペースが提供されたことや本邦研修への参加があげら

れる。これらにより、汚染管理課スタッフのモチベーションが徐々に改善されている。

主要３機関による水質モニタリング及び管理に係る合意書案作成により、主要３機関の

関係とそれぞれの役割が整理された。また、ナクル市環境条例がまもなく承認されるこ

とにより、今後より効果的な形で法執行や環境管理が実施されることが期待される。 

・プロジェクトの持続性を確保するためには、現在日本側によって負担されている水質モ

ニタリングをはじめ、関連費用の適切な予算措置について、ケニア側が負担できるよう

な対策をプロジェクト実施中から講じていくことが重要である。 

・このほか、残された期間でプロジェクト目標と各成果をどこまで達成するかを設定しな

おす必要がある。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （１）MCN、NAWASSCO、KWS の連携構築・強化 

・ナクル湖流域の水質管理の促進には、同地域の水質モニタリングを所掌する主要３機

関の連携が不可欠であるが、この主要３機関のうち、R/D の署名者は MCN の上位機関

である自治省のみであり、NAWASSCO と KWS/LNNP は R/D の付属資料カウンターパ

ートリストには明記されているもののプロジェクトへの参加が公約されているとはい

えない状況である。 

・現在、日本人専門家の呼びかけ・調整により、2006 年 11 月より主要３機間の協議が

もたれており、各機関の業務及び協力体制を明確にした合意書（各機関による水質モ

ニタリング計画の作成、分析経費の予算化等を含む）が作成されている。この合意書

が早期に締結され、ナクル湖流域の環境管理に向け、主要３機関の連携強化が望まれ

る。 

・また、この動きを加速するうえでも WQTL によるラボ認証の早期取得が望まれる。そ

れによって、WQTL がナクル湖流域における水質モニタリング拠点となることが期待

され、各機関による迅速な対応を可能とするからである。 

 

 （２）ケニア側カウンターパートの実施体制強化 

 １）MCN 内の人材配置について 

・汚染管理課を管轄する環境局では、環境局長の下に位置する次長職のポストが 2006

年５月以降、空席となっている。プロジェクトを実施するうえで、環境局長を補佐

し、意思決定プロセスに絡む次長職の配置は重要である。特に本プロジェクトでは、
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ナクル湖流域の関係者を巻き込んだ形で NAWASSCO や KWS をはじめ、他機関との

連携が非常に重要であり、その意味でも、次長職の早急な人材配置が求められる 2。

・また、環境局汚染管理課は、全スタッフが保健省からの出向者となっている。いつ

の時点で所属元に戻るか分からないため、プロジェクト活動に関連して移転される

知見や技術（特に環境管理行政や公害防止など）に関する持続性は不透明である。

・よって、プロジェクト終了後の活動を持続させるためには、R/D 署名者である自治

省の支援を得ながら MCN は汚染管理課の安定した人員配置（保健省出向者を MCN
スタッフとして吸収する等）を検討すべきである。 

 ２）技術面 

・汚染管理課スタッフの環境管理行政能力強化のためには、環境管理ツールの開発強

化が必要である。例えば成果１の水質モニタリングを通じて蓄積されたデータや環

境監査及びアセスメントデータを活用してのデータベース構築、蓄積したデータの

情報公開資料の作成等があげられる。 

 

[CE8] （３）ナクル湖流域管理における MCN の役割 

・ナクル湖流域における協力関係を構築するうえで、企業連合（Business Associations）、
大学、NGOs、CBOs（Community Based Organizatons）等のステークホルダーが公式、

非公式に集まり、ナクル湖流域管理に関する勉強会を開催し、そのなかで流域管理へ

の取り組みを検討する機会を MCN が提供する等、MCN のイニシアティブが求められ、

野生生物保護のために同地域の保全に関心の高い KWS の支援も必要である。 

・これら状況にかんがみ、例えば郡環境委員会（District Environmental Committee）等の

集まりを活用するといったことなどが考えられる。 

 

 （４）JICA からの支援 

R/D に記載どおり、JICA は引き続きプロジェクトへの支援、関与が求められる。 

 

 （５）PDM の改訂 

中間評価調査中のワークショップ及び議論を通じ、今後プロジェクト目標を達成して

いくうえで、主に成果２、３を中心に関係者の共通認識を具現化する文言及び指標、活

動とすべくミニッツ（M/M）に添付した Evaluation Report の Annex 10 のとおり PDM の

改訂が望まれる 3。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 ３－７－１ プロジェクト活動への予算措置の制度化 

現時点では、プロジェクト活動の多くは、日本側の負担によるものである。プロジェク

ト終了後も活動が持続するためには、プロジェクトの残り期間中からケニア側が負担でき

                             
2 ナクル市環境局長をはじめとする関係者の話によると、環境次長の人材配置については、2007 年２月現在、選考プロセスにあると

のことである。 
3 本改訂は、2007 年２月 16 日に開催された合同調整委員会（JCC）の場において承認された。 



x 

るような仕組みをつくっておく必要がある。そのためには、今後の活動を特定し、それに

対する予算を算出したうえで、先方政府の予算サイクルに合わせて申請するような手続き

を促進することが大切である。 

 

 ３－７－２ プロジェクト内のモニタリング強化 

当初計画に比べ、遅延が見られるプロジェクトの活動については、活動進捗に関するモ

ニタリングを通じてプロジェクト全体の進捗を適宜確認・軌道修正する必要がある。その

際、プロジェクト目標と各成果について達成すべきレベルを設定し、「いつまでに」「何を

行い」「その結果、どのような状態になっている」かを明確にすることが大切である。PDM
の計画と実際の状況に差異が見られる場合は、プロジェクト関係者や JICA ケニア事務所と

協議・合意のうえ、PDM の柔軟な見直しも必要である。 

 



 

プロジェクト位置図（１） 



 

プロジェクト位置図（２） 



  

2007年2月13日 主要3機関：ナクル市役所、

ケニア野生生物公社、ナクル水･衛生有限会

社／水質試験所とのワークショップ 

2007年2月13日 主要3機関：ナクル市役所、

ケニア野生生物公社、ナクル水･衛生有限会

社／水質試験所とのワークショップ 

  

2007年2月14日 水質試験所の視察 2007年2月14日 準備中のインフォメーショ

ンセンター視察 

 

 
 

2月14日 ナクル市役所環境局カウンターパー

ト・日本人専門家との協議 

2月16日 合同調整委員会（JCC）開催 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ナクル市はナイロビから約 160km 北西に位置する人口 36万人を有するケニア共和国（以下、

「ケニア」と記す）第４の都市である。古くからインド洋岸都市モンバサから首都ナイロビを

経由してビクトリア湖畔の都市キスムへと通じる交通の要衝として、また周辺農産物の加工・

流通の拠点として都市機能を拡大させてきた。1963 年の独立以降、大規模プランテーションの

衰退により周辺地域農民が移入、それに伴い市北部の商工業地域面積は過去 30 年間で 9km2 か

ら 290km2 に急増し、バッテリー、皮革なめし、繊維、食料品加工、蚊取線香（除虫菊）など

水質汚濁物質を排出する工場が集積した。その結果、慢性的な水不足や未処理の生活排水・産

業廃水による水質汚染が解決すべき問題となっている。 

一方、ナクル市は、マウ山脈の裾野に広がる森林、ナクル湖に流入するいくつもの河川を含

む 1,600km2 のナクル湖集水域の中にあり、市民生活はその集水域の森林、川、地下水といった

自然資源を享受することで成立している。しかし、ナクル市民と集水域内の違法住民の数が増

加することで森林は伐採され、集水域の森林面積は過去 30 年間で 47％から 15％に減少、土壌

浸食による森林地域の保水力低下が心配されている。また、水資源が汚染されているため住民

は感染症の危険にさらされており、乳幼児の死因第１位は腸チフスという状況である。 

また、ナクル市の南部にはフラミンゴの生息地として世界的に有名なナクル湖がある。ナク

ル湖はフラミンゴだけでなく、450 種の陸生鳥類と 70 種の水鳥、さらに各地からの渡り鳥が生

息する希少さからラムサール条約の登録地となっている。また、公園内には他の国立公園では

見られない大型動物が野生生物公社（KWS）の保護管理の下に生息しているため、ケニアでも

有数の来園者数を誇る国立公園となっている。しかしながら、ナクル湖は集水域の中で一番標

高が低いところに位置するため、集水域内の市民生活排水や産業廃水、汚染物質は河川流入と

地下浸透により湖に集中しやすく、さらに閉鎖湖であるがために流入した汚染物質は湖に蓄積

されやすい。よって、湖を中心とする生態系において、ナクル市及び集水域からの汚染物質流

入の影響が懸念されている。 

以上のように、ナクル市内の水質汚染と集水域全体の水資源の劣化は、今後の市民生活と産

業活動の持続的発展や希少な生態系・自然資源の保全にかかわる重要な問題である。  

このようななか、ナクル市役所（MCN）は 2001 年 11 月に環境局を新設し、ナクル湖流域に

おける主要汚染源管理（工場廃水、生活排水、廃棄物等）を含めた環境管理に取り組もうとし

ているが、組織としてはまだ脆弱であり、環境行政や環境管理の能力の向上が必要とされてい

る。そして、MCN が環境管理をより効果的・効率的に執行するためには信頼性の高い科学的

データの収集・管理が不可欠であるが、汚染源・汚濁化学物質の特定、定期的な水質モニタリ

ング、湖の水収支などの調査・データ管理はまだ技術的にも経験的にも不十分な状態である。  

ナクル湖流域で活動する NGO や他援助機関は、森林保全、流域土地利用や廃棄物管理、野

生生物保護などの環境管理にかかわる活動を行っているが、各々が散発的で連携が不十分であ

ったため調査結果や活動成果が蓄積されにくい状況にある。この状況を改善するためにも、

MCN がイニシアティブをもってより効果的かつ持続可能性をもってナクル市及びナクル湖流

域の環境管理に取り組むことが期待されている。 

これらの状況を踏まえ、ケニア政府は MCN を実施機関とするナクル市の環境管理能力を向
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上させることを目的とした技術協力プロジェクトを要請し、2004 年 3 月、9 月に事前評価調査

団が派遣された。 

その結果、ナクル市役所を主なカウンターパート機関、ナクル水・衛生有限会社（NAWASSCO）

及びケニア野生生物公社（KWS）を重要連携機関として、2005 年 2 月、自治省、JICA ケニア

事務所との間でプロジェクト実施に係る討議議事録（R/D）の署名が取り交わされた。 

2007 年は本プロジェクト開始後３年目を迎えるにあたり、中間評価調査団を派遣し、JPCM
（JICA プロジェクト・サイクル・マネジメント）手法に基づいて、ケニア側と合同でプロジェ

クトの計画達成度等について中間評価を行い、必要な提言を行うとともに、必要に応じて活動

計画の見直しを行うものである。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（１）調査団構成 

１）日本側 

 担当分野 氏 名 現 職 

１ 
総括／事業評価 今井 千郎 JICA 国際協力総合研究所 国際協力専

門員 

２ 評価分析 金子 和代 アイ・シー・ネット株式会社 研究員 

３ 協力計画 江崎 千絵 JICA ケニア事務所 所員 

 

２）ケニア側 

 担当分野 氏 名 現 職 

１ 総 括 Mr. Julius Mungai 
Municipal Engineer, Department of 
Municipal Engineer, Municipal Council of 
Nakuru 

２ － Mr. Ephantus Kamau
Engineer, Department of Urban Development, 
Ministry of Local Government 
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（２）調査期間 

  2007 年２月 12 日～2007 年２月 16 日 

月日 
総括 

今井団長 

評価分析 

金子団員 

協力計画 

江崎団員 
場所 

   ２月４日より先

行調査実施 

 ナイロビ

／ナクル

2/10 Sat. 23:15 日本発   同上 

14:15 ナイロビ着 ナイロビへ移動  2/11 Sun. 

16:30 団内打合せ（評価ｸﾞﾘｯﾄﾞ案、ﾐﾆｯﾂ案、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ案確認） 

ナイロビ

2/12 Mon. 8:30-9:30 日本調査団－JICA ケニア事務所打合せ 

10:00 自治省表敬訪問 

（ナクルへ移動） 

14:30 ナクル市役所（MCN）表敬 

15:30 野生生物公社（KWS）／ナクル湖国立公園（LNNP）
表敬 

16:30 ナクル水・衛生有限会社（NAWASSCO）表敬 

17:00 プロジェクト日本人専門家との打合せ 

ナイロビ

／ナクル

2/13 Tues. ワークショップ 

〔MCN、KWS/LNNP、NAWASSCO/水質試験所（WQTL）対象〕 

同上 

2/14 Wed. AM 現場視察（WQTL、サンプリングポイント：下水処理場、

河川、ケニア国立図書館ナクル支所インフォメーション

センター） 

PM プロジェクト－合同調査団会合 

評価グリッド案、ミニッツ案作成 

同上 

2/15 Thurs. AM 合同調査団内協議 

PM プロジェクト－合同調査団協議 

同上 

2/16 Fri. AM 自治省都市開発局副局長／MCN タウンクラーク－合同

調査団協議 

14:30 合同調整委員会（JCC）開催〔合同評価報告、ミニッ

ツ（M/M）署名〕 

同上 

2/17 Sat. 引き続き専門家業務

に従事（～2/24） 

ナイロビへ移動 ナクル／

ナイロビ

 

１－３ 主要面談者 

（１）ケニア側 

【自治省】（Ministry of Local Government：MOLG） 

Mr. N.J.Ondijo Senior Deputy Secretary, Administration 
Mr. J.A.Amaya Deputy Director, Department of Urban Development 

 

【ナクル市役所】（Municipal Council of Nakuru：MCN） 

Cllr. S.K.Mithamo His Worship the Mayor of Nakuru  
Cllr. Charles Maisibia Environment Committee 
Mr. A.M.Leina Town Clerk/Project Director 
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Mr. S.C.Kiarie Head, Department of Environment（DOE）&Partnership 
Coordinator/Project Manager 

Ms. Margaret Kuibita Head, Pollution Control Section, DOE 
Mr. George Gachomba Officer, Pollution Control Section, DOE 
 （in charge of Industrial Area of MCN） 

Mr. Stephen Gicheru Officer, Pollution Control Section, DOE 
 （in charge of Central Business District of MCN） 

Ms. Nora Mulama Officer, Pollution Control Section, DOE 
 （in charge of Southern Zone of MCN） 

Mr. Johnson Mwangi Officer, Pollution Control Section, DOE 
 （in charge of Eastern Zone of MCN） 

Mr. J.M.Kamau Cleansing Department 
 

【ナクル水・衛生有限会社】（Nakuru Water and Sanitation Services. Co. Ltd：NAWASSCO） 

Mr. Jason O.Ongeri Managing Director  
Mr. Omedo E.O. Zone Manager 
Mr. Andrew Kulecho Chief Technical Manager, Water Quality Testing Laboratory 
 （WQTL） 

Mr. Ngatia Waweru Laboratory Technologist, WQTL 
 

【ケニア野生生物公社】（Kenya Wildlife Service：KWS） 

Ms. Anne W.Kahihia Assistant Director, Central Rift Area 
Mr. Charles K.Muthui Senior Warden, Lake Nakuru National Park 
Mr. Joseph Edebe Senior Research Scientist, LNNP/KWS. 

 

（２）日本側 

【在ケニア日本大使館】  
増山 寿政  二等書記官 

 

【プロジェクト】 

１）長期専門家 

後藤 浩行  チーフアドバイザー／環境管理 

渡辺 成男 業務調整／データ管理 

２）短期専門家 

氏家 寿之 総括／データ解析 

臼田 暁子 データベース構築 

 

１－４ 団長所感 

 本中間評価調査は、2007 年２月 16 日に開催された JCC に中間評価調査の結果報告を行い、

同報告と改訂 PDM 等を添付した M/M に中間評価調査団のケニア側、日本側リーダーとケニア
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政府（自治省の次官、MCN のタウンクラーク）の署名及び立会人（Witness）として NAWASSCO
社長、KWS セントラル・リフト地区アシスタントダイレクター、KWS ナクル湖国立公園のシ

ニアワーデンの３名の署名をもって全行程を終了した。 

当初より、今回中間評価調査のスケジュールはタイトであり、予定どおり調査が行えるか不

安もあった。しかし、下記に記したように JICA 事務所、評価担当コンサルタント、日本専門

家チームによる準備作業が周到に行われていたため、充実した評価を行うことができた。関係

者に感謝したい。団長所感は以下のとおりである。 

 

（１）中間評価の準備 

中間評価に必要な情報の収集と基礎的解析作業が準備過程でかなりよく行われたため中

間評価本体の作業が円滑に行われたと考える。すなわち、①MCN、WQTL 職員、日本専門

家チームに対する質問票を作成、配布、回収し、中間評価のための基礎情報を得ることが

できた。②質問票に対する回答から、本プロジェクトが直面した諸問題、関係者の諸問題

に対する考え方、解決の過程が相当明らかになった（この情報は評価グリッド作成の重要

な資料ともなった）。③評価調査団の調査に先行して行われた評価担当コンサルタントによ

る関係者へのインタビュー等により、より詳細な情報を得ることができた。④中間評価調

査のなかで重要な位置づけを与えていたワークショップの準備も周到に行われた。 

 

（２）プロジェクトのプログレスと課題 

１）WQTL 
日本専門家チームの技術指導が十分いきとどき、分析担当者の分析の力量、及びデー

タベースの構築とその活用という点での力量は大きく向上した。またラボ管理の点でも

プロジェクト開始時点と比較し格段の向上が見られている。この背景には、ラボとして

の認証を得るという課題が現実のものとして浮かび上がってきたことがあげられるだろ

う。日本専門家チームの発案で行われたモンバサの先進的民間ラボへのスタディツアー

も分析担当者の意識を変革するうえで大変大きな効果があったと考える。職員に自信が

ついてきた段階で、それを真の実力に進化するためには武者修行が効果的だと小職は考

えているが、それが本プロジェクトで行われたことは非常に嬉しい。 

得られたモニタリングデータの interpretation に関しては更にレベルアップする必要が

あると考える。ただし、モニタリングデータの行政への活用のための interpretation は

MCN に移行するとのことであるので、ラボに求められる interpretation の性格とレベルを

明らかにすることが求められると考える。 

 

２）MCN 

今後の環境管理能力の向上の基盤の形成あるいは能力そのものの向上という点で注目

すべきプログレスが見られた。 

 

ａ）基盤形成 

第一に執務室が与えられ汚染管理課（PCS）の職員と日本専門家チームが日々の仕

事を通じ指導できる環境が整ったことである。新しい執務室にはコンピューター、コ
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ピー機等が整備されデータベースの開発と活用という環境管理能力の形成に大きく貢

献している。第二は間接的基礎といえるものだが、執務体制の整備（出勤簿、業務報

告等）があげられる。これは日本専門家チームのアドバイスと協力があり実現したと

のことだが、少人数の PCS が課長を中心とし効率的に業務を行うようになってきた要

因と考える。職員の業務取り組み姿勢の向上にも目覚ましいものがあると感じられた。 

 

ｂ）能力そのものの向上 

工場に対するインスペクションの実施とそれが企業の汚染改善行動を引き出し始め

たという点は、行政の環境管理能力の向上の具体例としてとらえるべき変化である。

インスペクション対象工場の絞り込み、重要工場に対する毎月のインスペクション、

改善指導等が有機的に連携し上記の改善をもたらしたものと考えられる。今後はイン

スペクションのデータに加え環境監査報告〔企業が自主的に行い国家環境管理委員会

（NEMA）に提出する環境報告〕の情報、Initial EIA（日本でいうところの“事前届出”）

の工場の基本データを有機的に組み入れたデータベースの開発が望まれる（これは 14

日の MCN との協議の際に PCS 課長からも今後の課題として認識している旨の発言が

あった。また M/M の提言（３）でも言及されている）。 

 

３）ステークホルダーとの連携関係 

ａ）KWS、NAWASSCO、MCN 

この３者の連携は本プロジェクトの重要コンポーネントである水質モニタリングの

能力向上に欠くべからざる条件であった。しかし、水法の改定に伴う NAWASSCO の

民営化の影響もあり、本プロジェクト実施の重要な条件でもあった、３者が協議して

プロジェクト開始前に作成した“モニタリングプログラム”の実施が一時停止する状

況が生じた。 

その後、日本専門家チームの奮闘努力があり３者の連携協力、コスト負担等に関す

る合意書締結に向けた協議が連続的に行われ、近々署名が行われるまでになったこと

は極めて高く評価される。この合意書締結はプロジェクトの後半の活動にとどまらず、

プロジェクト終了後の WQTL の円滑な運営、更にはリフトバレー地域の中核的な水質

検査機関としての発展を支えるものと期待される。 

 

ｂ）企業、Nakuru Business Association（NBA）等民間団体 

ナクル市及びナクル湖流域の環境管理に対し NBA の関心が高まり、KWS、MCN と

の定期的協議がもたれている由である。本プロジェクト関連では計画中のものを含め

２つの注目すべき活動がある。 

第一に、2007 年３月に予定されている“クリーナープロダクション”のトレーニン

グである。これは小職が本プロジェクトの初期段階より日本専門家チームと相談して

きた“ケニアに存在する能力を活用してナクルの企業の環境管理の向上を図る”道が

実現されつつあるということで極めて意義深い試みと考えている。このトレーニング

は企業及び行政官を対象としたクリーナープロダクションのトレーニングの実績のあ

る Kenya Cleaner Production Center とジョモケニアッタ農工大学の人材と経験を活用
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し、日本専門家チームが独自に作成した５日間のプログラムに基づき行われる由であ

る。また参加企業からはトレーニング代金を徴収することになっているが、これは

NBA の理解があってのこととの由である。 

第二に、改訂 PDM の成果３（より良い管理のための study と actions のために lead 
organizations and stakeholders の協力が樹立される）である。この成果を達成するため

に、M/M の８．提言（４）では、企業連合（business associations）、大学、NGOs、CBOs
（community Based organizations）等のステークホルダーが公式、非公式に集まり、

watershed に関する Study と Action 検討を行う機会を MCN が KWS の協力を得ながら

与えるよう、MCN のイニシアティブを求めている。ポイントはプロジェクトの活動成

果３が、民間企業、大学、市民という環境管理行政に欠くことのできないステークホ

ルダーとの連携強化の場を与えていることである。ちなみに、JICA の「環境管理課題

別指針」（現在最終案作成中）では環境管理の担い手として行政、市民、企業、大学を

掲げ、これらの有機的な連携の確立の重要性を強調しているが、本プロジェクトの成

果３はこのラインに沿ったものと考えられる。 

なお、民間との連携については、JCC 開催当日の午前に行われたタウンクラークへ

の評価ミッションからのブリーフィングの際に同席した自治省都市開発局副局長の

Amaya 氏（M/M の署名者）からも重要性が指摘された。 

 

４）環境情報の開示等 

ニューズレターが第１号の発行以来、発行されてこなかったこと、モニタリングデー

タの結果がステークホルダーズに分かりやすい形で提示されていないこと等、本プロジ

ェクトの活動と成果の開示が弱いように感じてきた。MCN の体制が未整備で問題を抱え

ていたこと、情報の interpretation への取り組みが本格化していなかったこと等困難があ

ったことは理解するが、環境情報の開示の意義に関する認識が相対的に低かったのでは

ないかと考えてしまう。しかし、現在企画中の２つの試みは、これまでの停滞（あえて

言わせていただけば）を突き抜ける契機になると大いに期待される。 

第一に、国立図書館と協力して設置するインフォメーションセンターである。この計

画には日本専門家チームの大いなる貢献があった。インフォメーションセンターは市民

に環境情報へのアクセス拠点を提供するもので、プロジェクトの十分吟味された関連情

報がそこに提供されれば、その影響は大きいものとなるだろう。 

第二は、ウェブサイトの開設である。これは準備が現在進行している由であるが、課

題は言うまでもないが、十分吟味された情報、ステークホルダーに分かりやすい情報を

掲載することにあると考える。これからの活動に大いに期待したい。 

なお、JCC 開催当日の午前に行われたタウンクラークへの評価ミッションからのブリ

ーフィングの際に同席した自治省の Amaya 氏（M/M の署名者）から、国連開発計画

（UNDP）等が地方のイニシアティブに興味をもっているが、もしプロジェクトがこれ

に値する（deserve）ものになると思うなら、UNDP の目にとまるような広報活動をした

らどうか、とタウンクラーク、 MCN 環境局長に問い掛けていた。MCN は既に HABITAT
（国連居住委員会）から表彰を得た経験があるようだが（表彰の盾を見せてくれた）、こ

の問い掛けは、広報のあり方を検討するうえで価値ありと思うがいかがであろうか。 
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（３）PDM の改訂 

１）成果２（環境管理ツールとメカニズム） 

成果２に関しては、環境管理ツール、メカニズムが具体的に何を指すのか議論が行わ

れたが、データベース、マニュアル、ガイドライン等のツールの開発が必要なことは自

明であり、さらに承認予定のナクル市環境管理条例の requirements に応えるための管理

のツールも検討しなければならない状況も想定されるので、タイミング良くかつ着実に

ツールの開発に取り組むことが望まれると考える。これ以外でより重要な点は、成果２

に対応する活動２で“水質モニタリングの統合的データベースの確立”が加えられたこ

とである。 

これは上述したように水質モニタリングの interpretation がラボから MCN に移行され

ること、及び KWS、NAWASSCO が担当するデータを MCN で統合して管理活用すると

いうねらいに対応したものと考えられる。この措置は水質モニタリングデータの行政で

の活用を行う際に極めて重要な意味をもつものと考える。 

 

２）成果３（より良い管理のための study と actions のために lead organizations and 
stakeholders の協力が樹立される） 

今回の PDM 改訂検討の核心部分が成果３であった。旧 PDM における成果３について

は、成果の表現ぶり、対応する活動と成果の乖離、MCN の実力・行政範囲内では対応で

きない、等について疑問が出されてきた。成果３の検討では、ねらいと活動主体・活動

様式を鮮明にすることが重要であると小職は考えてきた。活動主体・活動様式について

は、当初より MCN に責任をもたせる意図はなく、適当な NGO 等に作業の多くを委託す

る予定であった。この点はこれまでの協議、会議の場でも明らかにしてきたつもりであ

ったが、これが関係者の間で十分理解されていなかったのではないかと思う。ねらいに

ついては、行政アクションに結びつけるということでなく（要するに、MCN を縛らない）、

①既存データを十分解析すること、②その場にステークホルダーを参加させること、③

十分解析された情報がステークホルダーの新たな活動を引き出すだろうこと、④十分解

析された情報は成果４の教育啓発マテリアルの良い素材となるであろうこと、をねらっ

たものであった。 

今回の中間評価調査でもたれたワークショップ、その後の評価調査団とプロジェクト

との協議の場を通じて、おおよそ上記のライン（ねらいと活動主体・活動様式）で PDM
の成果の表現ぶり、Objectively Verification Indicators、Means of Verification、Activities
が修正されたと考えている。成果３が、今回の調査で何回となく関係者から強調されて

きた MCN とステークホルダーとの連携、そして連携の要として MCN がとるべき

initiative への期待に、成果３の活動が応えるものとなることを大いに期待したい。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価法 

関連資料のレビューを通じて中間評価の評価調査項目を設定した。 

 

２－２ 評価のプロセス 

今回の中間評価で必要なデータは、以下の方法で収集した。 

 

（１）既存資料のレビュー 

討議議事録（R/D、2005 年２月締結）、PDM Version1（2005 年９月改訂）、日本人専門家

によるプロジェクト事業報告書と仮評価表（2007 年１月作成）、その他のプロジェクト関

連文書をレビューした。 

 

（２）関係者への質問票調査とインタビュー調査 

日本人専門家（長期・短期）、ケニア側カウンターパートであるナクル市役所（MCN）、

ナクル水・衛生有限会社（NAWASSCO）と付属の水質試験所（WQTL）、ケニア野生動物

公社（KWS）のナクル湖国立公園（LNNP）に対し事前に質問票を配布し、それに基づい

て関係者にインタビューを行った。 

 

（３）ワークショップの開催 

2007 年２月 13 日（火）にプロジェクト関係者を集め、以下のとおりワークショップを

開催した。 

日 時 2007 年 2 月 13 日（火） 8:30～17:00 

目 的 ・プロジェクトの達成状況の共有 

・残りのプロジェクト期間とプロジェクト終了後の課題とその対応につい

ての議論 

・PDM の見直し 

参加者 ナクル市役所環境局汚染管理課、ナクル水・衛生有限会社／水質試験所、

ケニア野生動物公社／ナクル湖国立公園、日本人専門家、ケニア側評価調

査メンバー、日本側評価調査メンバー    計 24 名 

なお、今回のワークショップで PDM の見直しが行われ、一部成果・指標の書きぶりが

修正された（M/M・Evaluation Report Annex10 参照）。 

 

（４）現地視察の実施 

水質試験所、サンプリングポイント（下水処理場、ナクル湖、河川）などを視察した。 

[CE1] 

（５）ナクル市役所（MCN）環境局カウンターパート・日本人専門家との協議 

２月 14 日（水）に、環境管理行政の現状把握及び今後の能力開発に係るヒアリングを行

うとともに、実施体制の確認（人員配置、予算措置）を行った。 
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（６）評価結果ミニッツの作成 

以上の評価プロセスを経て、合同評価団メンバーによる評価報告書とミニッツを作成し、

ケニア側カウンターパート及び日本人専門家への説明を行った。 

 

（７）合同調整委員会（JCC）[K2]開催 

２月 16 日（金）、自治省による議長の下、合同調整委員会が開催された。この場におい

て合同評価調査団より評価結果が報告され、合同評価調査団として評価報告書（Evaluation 
Report）が署名されたのに続き、ケニア側（自治省・MCN）と合同評価調査団総括の間で

署名された。重要連携機関である NAWASSCO 及び KWS も立会人（Witness）として署名

した。 

併せて、２月 13 日に開催されたワークショップと２月 14 日の環境局との協議を踏まえ

て改訂された PDM が承認された。 

 

２－３ データ分析方法 

上記の方法によって収集した情報を基に、プロジェクトの成果や目標の達成状況と実施プロ

セスを確認し、評価５項目に沿った評価分析を行った。評価５項目の概要は以下のとおりであ

る。 

 

妥当性 

プロジェクト目標が中間評価時点で受益者のニーズと合致しているか、

ケニア側の政策や日本の援助政策との整合性はあるかなど、プロジェク

トの正当性・必要性をこれまでの実績に基づいて検証する。 

有効性 

プロジェクトの成果が期待どおりに現れているかを確認し、今後のプロ

ジェクトの実施により、ターゲット・グループに便益がもたらされる見

込みを検証する。 

効率性 
プロジェクトの成果とコストの関係に着目し、投入された資源がこれま

で効率的に活用されてきたかを検証する。 

インパクト 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的な効果や波及効果

を見る。プロジェクト計画時に予期されなかった正・負のインパクトも

含む。 

自立発展性 
プロジェクト終了後もプロジェクトで発現した効果が持続する見込みを

検証する。 

 

２－４ 評価調査の制約 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

 プロジェクトが開始された 2005 年 2 月から 2007 年１月末[CE1]までの日本側・ケニア側の投

入実績は、以下のとおりである。 

 

（１）日本側の投入（2007 年１月末現在） 

１）長期・短期専門家 

 分野 延べ人数 

合計 ３ 

・チーフアドバイザー／環境管理（2005 年５月～2007 年５月） １ 

・業務調整（2005 年２月～2006 年１月） １ 

長期専門家 

・業務調整／データ管理（2006 年１月～2008 年１月） １ 

合計 ９ 

2005 年度（直営） 環境管理能力向上 0.9MM  

１）総括1・データ解析 1.5MM  

２）副総括・データ解析（２） 4.1MM  

３）水質分析・ラボ管理 1.9MM  

４）データベース構築 2.3MM  

2005 年度（民活） 

   

１）総括・データ解析 1.4MM  

２）副総括・データ解析（２） 2.9MM  

３）水質分析・ラボ管理 2.1MM  

短期専門家 

2006 年度（民活） 

４）データベース構築 0.6MM  

 

２）機材供与 

日本側からの機材供与については、2004 年度に約 644 万ケニア・シリング（以下、

Ksh）、2005 年度は 631 万 Ksh、2006 年度は約 513 万 Ksh で、中間評価時点までに約 1,788
万 Ksh（25 万 5,000 ドル相当）の機材が供与された。 

 

３）研修員受入れ 

2007 年１月末現在で受け入れた研修員は 1 人2で、2006 年 10 月～12 月の本邦集団研

修「住民との協働による環境都市づくり（公害の経験から）」に参加した。 

 

４）その他 

現地業務費は、2007 年１月末までの実績として、約 716 万 Ksh（10 万 2,000 ドル相当）

が投入された。 

 

                             
1 本来、短期専門家に「総括」はいないが、本プロジェクトは一部コンポーネントを民間委託し、短期専門家をチーム派遣している

特殊なケースである。 
2 ナクル市役所環境局汚染管理課長 



 

－12－ 

（２）ケニア側投入 

１）カウンターパートの配置 

本案件のカウンターパートであるナクル市役所では、2007 年１月末現在、合計 10 人

が配置されている。配置の内訳は、以下のとおり。 

 

役職名 人数 

プロジェクトダイレクター（ナクル市タウンクラーク） 13 

プロジェクトマネージャー（ナクル市環境局長） 14 

ナクル市環境次長 0 （2006 年 5 月以降空席） 

ナクル市環境局汚染管理課長 1 （2005 年 2 月～現在） 

同課スタッフ（Industrial Area 担当） 1 （2005 年 9 月～現在） 

同課スタッフ（Central Business District 担当） 1 （2005 年 9 月～現在） 

同課スタッフ（Eastern Zone 担当） 1 （2005 年 2 月～現在） 

同課スタッフ（Southern Zone 担当） 1 （2005 年 9 月～現在） 

同課秘書 1 （2006 年 9 月～現在） 

運転手 2 （2005 年 2 月～現在） 

 

このほか、NAWASSCO/WQTL では５人（NAWASSCO 社長、WQTL スタッフ４人）、

KWS では３人（セントラル・リフト地区アシスタントダイレクター5、LNNP シニアワー

デン6、シニアサイエンティスト7）がプロジェクト関係者として配置されている。 

 

２）土地、施設、機材の提供 

2006 年９月下旬にナクル市役所内に長期専門家２人、汚染管理課５人、秘書１人を収

容する事務所スペースと関連設備（通信、水道・電気を含む）が提供された。その他、

ナクル市にある KWS の会議施設、WQTL の施設・機材保管場所などが本プロジェクト

実施のために提供されている。 

 

３－２ 成果の実績 

現時点における各成果の達成度は、以下のとおりである。なお、成果 1 を除き、活動の計画

（「いつまでに」「何を行い」「その結果どのような状況が達成されているか」）が PDM に明確

に設定されていないため、各活動の「達成度」を判断することは不可能だった。したがって、

ここでは、プロジェクト開始時点から現時点に至るまで「何が行われたか」をまとめるにとど

める。 

                             
3 2006 年 11 月に人事異動のため交代している。 
4 2006 年５月より 12 月まで２人局長体制だった。2007 年２月現在は１人となっている。 
5 Assistant Director, Central Rift Area 
6 Senior Warden, Lake Nakuru National Park (LNNP) 
7 Senior Scientist, LNNP 
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成果１：信頼できるデータを得るための適切なモニタリングプログラムが開発・実施される。

指標 

 計測項目のサンプル数、測定項目 

 モニタリングによってもたらさ

れる苦情 

 国家環境管理委員会（NEMA）

による水質試験所の認証 

計画達成度（2007 年１月現在） 

2005 年５月に WQTL で定期モニタリングが開始され

た。2006 年６月から 10 月まで一時中断したが、2006

年 11 月より再開している。上記モニタリングの結果、

分析サンプル数（2006 年 12 月現在、合計 2,517 サンプ

ルが分析済み）、項目数ともに増加し、結果が水質試験

所内でデータベース化されている。WQTL では、品質

管理方法や標準作業手順書を含むラボ管理のマニュア

ルが作成され、ラボ認証プロセスに向けた手続きが進

められている。 

 

成果２：ナクル市が環境管理を実施するためのツール及び仕組みが整備される。 

指標 

 データベースの規模・範囲とア

クセス数 

 データベース・環境管理に係る研

修・訓練の参加者数と習得内容 

 行政監査の回数 

 環境管理への企業側の追従率 

 環境ツール（マニュアル、報告書）

の数と範囲 

計画達成度（2007 年１月現在） 

ナクル市内で汚染排水量が比較的多い事業所 13 のう

ち、汚染管理課が行った指導に基づき、９事業所が市

で定められた排出基準を順守した8（順守率 69％）。汚

染管理課スタッフに対する技術移転については、コン

ピューター基礎トレーニング（Word、Excel、アークビ

ューなど）が日常業務のなかで行われているほか、環

境管理行政の基礎となる業務分掌の発令や、環境局内

での週報、月報の作成を通じた業務報告体制が整いつ

つある。また、短期専門家による連続講座３回（水質

基準・工場立ち入り検査、湖沼管理関連）が実施され

ている。 

現在プロジェクトのウェブサイトを構築中であるが、

より具体的な環境管理のツールについては、その内容

や使用する対象者などが特定されておらず、現時点で

は開発されていない。 

 

                             
8 残りについては、２つの事業所が既に訴訟済みで、１件が調査中である。 
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成果３：ナクル湖流域管理のためのデータ収集・解析研究活動を通じて、主要関連機関及び

利害関係者の間の流域管理に対する持続的な共同体制が構築される。 

指標 

 GIS データベースのサイズ規模

とアクセス数 

 調査活動の範囲 

 主要関係機関と利害関係者の流

域管理活動への資源（人、物、

金、知識）の投入状況 

計画達成度（2007 年１月現在） 

今のところ、この成果に関連した具体的な活動実績は

ない。現在、その素地として、主要３機関（MCN、

NAWASSCO/WQTL、KWS/LNNP）の間で水質モニタリ

ング及び水質管理についての協力合意書9を作成中。近

く締結の運びとなる予定である。 

 

成果４：官民の関係者による環境管理への取り組み体制が向上するよう、教育・啓発活動が

行われる。 

指標 

 地元に根ざす活動の数と範囲 

 市民参加の数と範囲 

 開発した教材の数と範囲 

計画達成度（2007 年１月現在） 

MCN と地元の学校を結ぶ教育チャンネルを構築中。

MCN、国立図書館、NGO2 団体と連携し、同図書館ナ

クル支部に情報センターを設立する準備が進められて

いる。 

本プロジェクトの初年度には計６回のワークショップ

が開催され、合計約 600 人が参加した。現在は、ナク

ル湖流域の水質管理に関するセミナー（2007 年２月）、

クリーナープロダクションに関する研修（同年３月）

の開催が予定されている。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

 現行 PDM で設定されている指標に基づいたプロジェクト目標の達成状況は、次のとおりで

ある。 

プロジェクト目標：ナクル市の水分野を中心とした環境管理能力が向上する。 

指標 

 モニタリングデータの活用度合い 

 GIS データベースの改善、活用

の度合い 

 環境管理ツール（マニュアル、

レポート等）の活用度合い 

 環境啓発のために開発された教

材の配布状況 

計画達成度（2007 年１月現在） 

モニタリングデータは、環境局による事業所への指導

など、一部目的のために活用されている。しかし、汚

染管理課が法的措置（Prosecution、Case-filing など）を

講じる場合、現時点で認証を受けていない WQTL のデ

ータを使うことができず、ナイロビの公的な試験所

（Government Chemist）に分析を依頼している。また、

水質モニタリングを通じて蓄積されたデータを環境管

理行政のためにどう活用していくかについては、今後

も検討される必要がある。 

                             
9 Agreement on Cooperation in Water Quality Monitoring and Control through Implementation and Furtherance of NEMP between Lake Nakuru 

National Park/Kenya Wildlife Service, Nakuru Water & Sanitation Services Company Limited, Department of Environment/Municipal Council 
of Nakuru with Support and Witness by JICA Advisory Team 
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汚染管理課スタッフの多くは、現在、コンピューター

の基礎（Word、Excel など）を OJT ベースで習得中で

ある。 

環境ツールについては、具体的に何を開発すべきか／

開発できるかが、プロジェクト関係者のなかで共有さ

れていない。残りのプロジェクト期間で環境ツールの

内容を明確にし、開発に向けた取り組みが行われるこ

とが望まれる。 

国立図書館ナクル支部に情報センターを構築中。汚染

管理課と地元 NGO との連携で、啓発チャンネルを構築

している。当該プロジェクトとナクル市環境局のウェ

ブサイトは、現在準備中である。 

達成度まとめ 

上記指標の達成度合いを総合すると、計画されていることはある程度実施に移されており、

今後２年間のプロジェクト活動を実施していくうえでの基礎固めが行われてきた。今後それ

らを基に各プロジェクト活動の成果が発現されることが期待される。今後の各成果項目とプ

ロジェクト目標の達成状況を注視する必要がある。 

 

３－４ 実施プロセスの検証 

（１）プロジェクトの実施体制について 

プロジェクト活動の一部は、計画どおりに進んでいると判断できる。成果 1 に関連する

水質モニタリングについては、組織間の制度的な問題から一時期停止したこともあったが、

現在は定期的なモニタリングが行われている。また、汚染管理課の指導を通じてナクル市

事業所による汚染排出基準の順守率も向上しており、ある一定の達成が認められる。 

他方、プロジェクトの当初計画と実施後の現実の違いは、このプロジェクトの運営に影

響を及ぼしたといえる。計画当初、ナクル市には環境局員 10 人がカウンターパートとして

投入されるはずだったが、プロジェクト開始時に実際に配置されたのは、環境局長と次長

のほかには、保健省からの出向の２人のみであった。現在は５人体制になったが、依然と

してすべてのスタッフが出向者である。また、2006年４月に環境局次長が停職処分を受け10、

現在に至るまで空席状態である。さらに、2006 年９月までは、同課スタッフが共同で作業

する事務所スペースや事務設備などもそろわず、プロジェクト活動を実施できる体制とは

いい難い状況だった。 

NAWASSCO/WQTL と KWS/LNNP についても、2005 年２月に締結された討議議事録

（R/D）に署名しておらず、本プロジェクトへの参加は公約されていなかった（ただし、

R/D の Annex VI カ ウ ン タ ー パ ー ト リ ス ト に は 各 々 明 記 さ れ て い る ）。 特 に

NAWASSCO/WQTL は、主に上下水道のモニタリングを責務とする有限会社でありながら、

プロジェクト実施中活動のスコープにある工場廃水や湖・河川の水質モニタリングも行っ

ている。現在、主要３機関の協力内容について合意書が作成されつつあり、この締結によ

                             
10 汚職嫌疑により 2006 年３月に異動辞令を受けたが、これに従わなかったため、翌４月より無期定職となった。2007 年１月にナイ

ロビ市役所に異動している。 
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り連携関係を改めて構築することで、ナクル湖流域の水質管理が進められることが期待さ

れる。 

 

（２）プロジェクトのモニタリングについて 

2005 年５月から、ナクル市環境局長が議長となり、MCN、NAWASSCO/WQTL、KWS/LNNP
の関係者が集まる月例会議が行われている。その他、年度ごとのプロジェクト進捗状況の

報告と、今後の実施計画の確認を目的とした合同調整委員会が開催されている11。 

実施機関ごとに見ると、WQTL については、活動の進捗に関するモニタリングが四半期

ごとに行われており、モニタリング結果も取りまとめられている。MCN については、毎週、

課内でミーティングを開き、スタッフ間で１週間の予定と進捗を共有するほか、汚染管理

課長がスタッフの担当地区を定期的に訪問し、スタッフの業務監督を行っている。ただし、

これは本プロジェクト活動に限らず、汚染管理課の業務全体に関係することである。 

なおプロジェクト・モニタリングの指針として使われるべき PDM については、2005 年

９月に若干の修正が施され、同月に開催された合同調整委員会で承認されて以降、修正さ

れていない。成果とプロジェクト目標の指標は、中間評価の時点でも具体的な数値が設定

されていない。 

                             
11 第１回合同調整委員会が 2005 年９月に、第２回合同調整委員会が 2006 年４月にそれぞれ行われた。また、第３回合同調整委員会

は、今回の中間評価に併せて実施され、中間評価の結果を取りまとめたミニッツが日本側・ケニア側双方で署名された。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ ５項目ごとの評価 

 本項では、プロジェクト実施の妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の５つの

観点（評価５項目）からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。 

 

（１）妥当性 

１）ケニアにおけるニーズとの整合性 

本プロジェクトの上位目標（ナクル湖流域の環境管理能力が向上する）とプロジェク

ト目標（ナクル市の水分野を中心とした環境管理能力が向上する）は、プロジェクト計

画時と変わらず、ケニア政府が掲げる政策と合致している。  
ケニアの環境管理政策については、1999 年に策定された「環境管理調整法（Environment 

Management and Coordination Act）」で、環境管理の地方分権化とキャパシティ・ディベ

ロップメントを促進することへの重要性が示されている。同法の実施については、「経

済復興戦略のための投資計画」12 でも緊急かつ重要であると記載されている。 
上記に加え、ナクル市役所は、公衆衛生法に従い、工場立ち入りに関する能力向上も

必要としている。ナクル湖流域の主要汚染源管理（生活排水、工場廃水、廃棄物など）

を含めた環境管理に取り組むことを目的とし、2001 年に環境局が新設された。しかし、

組織としてはまだ脆弱であり、環境行政や環境管理能力の向上が必要とされている 13。  
 

２）日本の援助政策との整合性 

環境保全は日本の援助政策でも重要とされ、水質汚濁を含む水問題への積極的な取り

組みが強調されている。ナクル市への援助実績として、上水・下水整備事業や、国際協

力銀行（JBIC）と JICA が合同で実施した「ナクル市上下水道整備に係る合同調査」、「大

ナクル上水事業に係る援助効果促進調査 I、II（SAPS I、II）」などが実施されており、

対象地域への知見が十分蓄積されている。  
 

３）プロジェクト計画の妥当性、ターゲット・グループ選定の妥当性 

ナクル湖は集水域の中でも標高が低いところに位置するため、ナクル市だけではなく、

近隣地域からの生活排水や産業・工場排水が流入する。ナクル湖の保全にはこれらの適

切な管理が不可欠であり、そのためには信頼性の高い水質モニタリングの実施は緊急に

必要と考えられる。  
WQTL は上下水道のモニタリングを責務としており、この分野での能力強化のニーズ

は高い。リフトバレー地域における数少ない水質試験所であることから、既存の能力を

勘案すると、当該地域における水質モニタリング拠点としても能力強化の必要性が高い。 
 

４）プロジェクト・アプローチの妥当性 

本プロジェクトは環境管理の組織制度強化に焦点を当てている。全体として、水質モ

                             
12 Investment Plan for Economic Recovery Strategy (IP-ERS) 
13 プロジェクト・ドキュメント（2005 年２月）を参照。 
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ニタリングシステムを確立し（成果１）、それを通じて収集されたデータを活用して法

執行を含む環境管理行政を強化し（成果２）、流域管理における関係機関との協力（成

果３）と環境教育・啓発活動による市民・事業体を対象とした環境意識の向上（成果４）

をめざす形をとっており、プロジェクトのデザイン自身は妥当とされる。  
 

５）政策・社会経済状況の変化 

事前評価調査実施後の政策、社会経済状況の変化として、以下があげられる。まず、

MCN の実施体制について、環境局次長の長期不在、一時的な環境局長２人体制（後者

については解決済み）、汚染管理課スタッフ全員が保健省からの出向者であることが明

らかになった。  
2002 年に「水法」14 が施行されたことは、本プロジェクトの事前調査が実施された 2004

年時点でも認められている。しかし、現場レベルでは水法施行による各機関の位置づけ

や役割が明確になっておらず、NAWASSCO が有限会社であり、自身の業務範囲が上下

水道モニタリングに限定されるにもかかわらず、水質モニタリング全般を行う本プロジ

ェクトの実施機関として選定されたという事実は、プロジェクト開始後に明らかになっ

た 15。また、NAWASSCO/WQTL と KWS/LNNP については、R/D にケニア側カウンター

パートとして記載されている 16 にもかかわらず、その R/D に署名しておらず、両機関に

よるプロジェクトの参加は正式には公約されているとはいえない状況であった。このよ

うに、プロジェクト計画・実施当初の認識と実情に違いが見られる。  
 

（２）有効性（予測） 

成果１～４の具体的な達成状況については、前述の「３－２ 成果の実績」で示したと

おりである。成果１の水質モニタリングプログラム開発・実施はほぼ計画どおり進んでお

り、成果２についても、汚染管理課による工場立ち入りと指導などを通じた企業側の順守

率も向上している。ナクル湖流域の水質管理における主要３機関の連携体制が構築されつ

つあるほか（成果３に関連）、環境教育に関連した教材作りや情報センターの構築（成果４

に関連）など、現在進行中の活動も見られる。しかし、水質モニタリングで得られたデー

タの活用方法や環境管理ツールの開発は現時点で行われておらず、データをどのように活

用するか、どのような環境管理ツールを開発するかについては、プロジェクト関係者の間

で共通の認識がない。 

プロジェクト目標の達成に影響を与えた要因としては、いくつかあげられる。ケニア側

の実施機関であるナクル市環境局の汚染管理課には、当初 10 人のスタッフ配置が予定され

ていたが、プロジェクト開始後に配置されたのは２人だけであった。また同課のスタッフ

全員が保健省からの出向者であることに加え、2006 年９月まで事務所スペースが確保され

なかった。同課を管轄する環境局では、次長職の長期不在や局長２人体制 17 などが、プロ

ジェクト実施の意思決定プロセスに影響を与えている。さらに、WQTL の責務範囲に関す

                             
14 Water Act 
15 第２回事前評価報告書に、「WQTL は、NAWASSCO 直属の機関であるが、NAWASSCO 自体が MCN の保有する公社である（p.293）」

とし、またプロジェクト・ドキュメント（2005 年２月）では、NAWASSCO を「公社」と位置づけ、NAWASSCO 管轄下にある水

質試験所（WQTL）がナクル湖の定期的なモニタリングも行っていると記載されている（p.7）。 
16 Record of Discussion, Annex VI を参照。 
17 環境局長２人体制については、2007 年１月に１人が同市役所の建設部長として異動したことにより解決している。 
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る認識が不明なまま水質モニタリング活動を行ってきたために定期モニタリングが一時中

断したことや、R/D に署名していない NAWASSCO と KWS との関係などもプロジェクト目

標の達成に影響を与えた一因となっている。 

これらの課題に対して、汚染管理課については、2006 年９月下旬に事務所スペースが提

供され、スタッフが集まる場所が確保され、コミュニケーションもより容易にとれるよう

になったことから、スタッフの業務取り組み姿勢も向上している。また、主要３機関の連

携構築については、ケニア側関係者と日本人専門家との間で、WQTL による水質モニタリ

ングの費用負担や３者間の関係とそれぞれの責務を整理するための継続的な協議が行われ

てきており、現在、水質管理に関する協力合意書が作成されている。 

全体的には、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成するには、主要３機関の

連携構築・強化と MCN の実施体制強化を足がかりにし、まだ成果の出されていない活動

（水質モニタリングデータの活用強化、環境管理ツール開発、情報公開チャンネルの構築

など）を残り期間で進めていくことが必要である。 

 

（３）効率性 

１）活動・投入 

質問票及びインタビュー調査の回答を見ると、４つの成果はプロジェクト目標を達成

するのに適切だったと考えられる。しかし、プロジェクトの残り期間の間に、成果の達

成度合いに応じた活動の設定を検討する必要がある。  
 

２）専門家の派遣 

短期専門家の派遣については、特に水質モニタリングの観点から必要な技術指導を行

う必要があり、プロジェクトの計画に沿った投入がなされたと判断できる。長期専門家

については、業務調整員１人がプロジェクト開始当初から、チーフアドバイザーがプロ

ジェクト開始後、約３ヵ月後に、それぞれ派遣されている。MCN は環境管理行政の能

力向上を必要としており、その分野の専門家が配置されたことはニーズに合致している

と考えられる。ただし、ケニア側カウンターパートの実施体制が十分に整わない（プロ

ジェクト開始当初のカウンターパート実働部隊が２人、プロジェクトの執務室などが提

供されなかったなど）時点での投入は早すぎるという意見もあり、その点では当初想定

されたよりも効果の発現に影響があったと考えられる。 
 

３）機材供与 

日本側から供与された機材の多くは、WQTL が水質モニタリングを実施するうえで必

要なものであった 18。水質モニタリングが定期的に行われるために、機材調達が早い段

階で行われる必要があり、その点では供与機材の内容やタイミングはおおむね妥当だっ

たといえる。しかし機材メンテナンスのコストを考えた場合、プロジェクト終了後もケ

ニア側が供与された機材を管理できるよう、今後、ケニア側の予算化を含めた対応を検

討する必要がある。  
 

                             
18 WQTL は有限会社である NAWASSCO の管轄下にあるため、実際の供与は MCN を通じた形になっている。 
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４）カウンターパート研修 

研修員受入人数、研修内容については再考の必要があると考えられる。プロジェクト

開始後、2007 年２月までの間に受け入れられた研修員は１人だった（2006 年 10 月～12

月）。インタビュー・質問票の回答では、初年度に予算措置がなく研修員を派遣できな

かった、技術的な向上のみならずプロジェクトへの理解を促し参加意識を深めるために

早い段階で派遣すべきだった、MCN だけではなく WQTL からの派遣も検討すべきとい

った意見が出されている。また、このとき研修員が受講した研修 19 は、全体として業務

への取り組み姿勢やモチベーション向上に大きく貢献したが、業務内容と必ずしも合致

するものではなかった。質問票・インタビュー調査では、公害防止や水質管理の習得に

関するニーズが見られ、次回以降の研修では、これらの分野を踏まえた研修内容を検討

する必要がある。  
 

（４）インパクト（予測） 

プロジェクト目標の達成に向けた活動は、概して実施に移されている。ナクル市の行政

範囲はナクル湖流域の一部であり、上位目標の「ナクル湖流域の環境管理能力向上」をめ

ざす場合、ナクル市が単独でイニシアティブをとり環境管理問題に取り組むことは難しい。

民間企業や市民社会や住民など、地域の関係者全体を巻き込んだ環境管理への取り組みを、

ナクル市とその他の団体が連携して進めることが協力の効果を一層高めることにつながる

と考えられる。 

プロジェクトの波及効果として、ナクル市から流入する汚染物質の情報が収集しやすく

なり、水質モニタリングの結果がナクル市住民と企業に汚染物質軽減への意識を喚起する

ものと考えられる。 

MCN、NAWASSCO、KWS/LNNP が良好な関係を維持することはプロジェクト目標達成

に不可欠である。現在、主要３機関の間で会合がもたれ、一連の協議・調整を経て、各機

関の位置づけと役割が整理されつつある。主要３機関の協力関係が強化されることにより、

対象地域の水質モニタリング・水質管理に対するオーナーシップが強化されることが期待

される。 

 

（５）自立発展性 

１）組織・制度 

MCN に関しては、汚染管理課スタッフの環境管理行政、特に水質モニタリングのデ

ータ解析や公害防止の法執行能力強化が急務である。同課のスタッフ５人は、全員が保

健省からの出向者であるため、いつの時点で所属元に戻るか分からず、組織的な自立発

展性が懸念される。環境局次長の長期不在については、プロジェクトの意思決定プロセ

スにも影響を及ぼすため、次長職の早期配置が求められる。近く成立予定のナクル市環

境条例 20 は、汚染排出をする工場や事業所に対して定期的なモニタリング結果の報告を

義務づけており、汚染管理課による工場立ち入り検査等法の施行やモニタリングデータ

の活用を促進すると期待されている。  

                             
19 「住民との協働による環境都市づくり（公害の経験から）」 
20 条例制定までのプロセスは、議会通過ののち、自治大臣による署名・承認がなされ、官報に記載されることによって完了する。 
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WQTL については、NEMA あるいはそれと同等の機関による認証が不可欠であると同

時に、水質モニタリング活動の持続性を確保する 21 ための対応が必要である。ナクル湖

流域の環境管理能力向上については、主要３機関の間で調整が進められている合意書の

早期締結が望まれる。 
 

２）財政面 

現在、プロジェクト活動費の多くは日本側により負担されている。プロジェクト終了

後の持続性を考えるうえで、プロジェクト終了前からケニア側がコスト負担できる体制

を整えておくことが不可欠である。MCN については、まず必要な活動とそれにかかる

費用を特定し、予算申請サイクルに合わせて市議会に予算申請する必要がある。WQTL
の水質モニタリングに関する費用負担については、現在作成中の合意書で調整されてい

る。  
 

３）技術面 

WQTL スタッフに対しては水質モニタリングの技術移転がなされており、現時点では

大きな支障なく受け入れられている。ナイロビ・モンバサにある主要検査所を訪問する

など、ラボ運営のあり方についての知見を深めたほか、認証を受けるために必要な手続

きも進めている。水質モニタリングに関するスタッフの技術とラボ運営の状況が現状を

維持できれば、技術面での持続性は確保されると考えられる。  
MCN（特に汚染管理課）については、コンピューターの基礎（Word、Excel を含む）

を OJT を通じて習得している。これらは日常業務に必須なスキルであることから、この

ような技術はプロジェクト終了後も持続すると判断できる。環境管理行政については、

基礎的な部分を身につけており、今後とも活用されることが期待される。  
 

４－２ 結 論 

現時点では、プロジェクトの一部については成果が見られている。WQTL による水質モニタ

リング活動は一部を除きおおむね順調に実施されており、汚染管理課による工場立ち入りや指

導を通じた企業側の順守率も一定の数字を達成している。環境教育についても、教材作成や情

報センターの構築準備などといった活動が進められている。 

プロジェクト実施にあたってプラスに働いた点として、汚染管理課スタッフと日本人専門家

が一緒に業務を行う事務所スペースが提供されたことや、本邦研修への参加があげられる。こ

れらにより、汚染管理課スタッフのモチベーションが徐々に改善されている。主要３機関によ

る水質モニタリング及び管理に係る合意書案作成により、主要 3 機関の関係とそれぞれの役割

が整理された。環境条例が間もなく承認されることにより、今後より効果的な形で法執行や環

境管理が実施されることが期待される。 

本プロジェクトは、組織的・制度的な問題がプロジェクト開始後に明らかになり、その原因

解明と解決策の模索に時間を要した。これは、プロジェクト計画時との事実認識にギャップが

あったと考えられ、その意味では計画された活動をスムーズに実施することは難しかったとい

                             
21 水質モニタリングに関しては、現在起草中の３者合意書のなかで、WQTL 本来の責務である上下水道以外の水質モニタリングにつ

いて、本プロジェクトが終了する会計年度の最初の月（2008 年７月）までに料金システムが構築され、実施されることなどが盛り

込まれている。 
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える。MCN の実施体制に関する問題（汚染管理課スタッフの出向問題、次長職の不在、局長

２人体制など）や上下水道サービスを主とする有限会社たる NAWASSCO の位置づけと本プロ

ジェクトの活動（水質モニタリング全般）との関連、主要３機関の関係など、事前評価調査時

には明確にされていなかった事実があった。また、プロジェクト開始後１年半近くにわたり、

汚染管理課スタッフと日本人専門家が一緒に業務を行う事務所スペースが提供されなかった

ことも、プロジェクト進捗に影響を与えたことは否定できない。 

プロジェクトの持続性を確保するためには、現在日本側によって負担されている水質モニタ

リングをはじめ、関連費用の適切な予算措置について、ケニア側が負担できるような対策をプ

ロジェクト実施中から講じていくことが重要である。 

このほか、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成するためには、現時点で進行中

の活動（WQTL の認証手続き、主要３機関の合意書締結、情報センターの設置、ホームページ

開設など）を完了させると同時に、残された期間でプロジェクト目標と各成果をどこまで達成

するかを設定しなおす必要がある。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

（１）MCN、NAWASSCO、KWS の連携構築・強化 

ナクル湖流域の水質管理の促進には、同地域の水質モニタリングを所掌する主要 3 機関

の連携が不可欠である。しかし、この主要 3 機関のうち、R/D の署名者は MCN の上位機

関である自治省のみであり、NAWASSCO と KWS/LNNP は R/D の付属資料カウンターパー

トリストには明記されているもののプロジェクトへの参加が公約されているとはいえない

状況である。現在、日本人専門家の呼びかけ・調整により、2006 年 11 月より主要３機関

の協議がもたれており、各機関の業務及び協力体制を明確にした合意書（各機関による水

質モニタリング計画の作成、分析経費の予算化等を含む）が作成されている。この合意書

が早期に締結され、ナクル湖流域の環境管理に向け、主要３機関の連携強化が望まれる。 

また、この動きを加速するうえでも WQTL によるラボ認証の早期取得が望まれる。それ

によって、WQTL がナクル湖流域における水質モニタリング拠点となることが期待され、

各機関による迅速な対応を可能とするからである。 

 

（２）ケニア側カウンターパートの実施体制強化 

１）MCN 内の人材配置について 

汚染管理課を管轄する環境局では、環境局長の下に位置する次長職のポストが 2006

年５月以降、空席となっている。プロジェクトを実施するうえで、環境局長を補佐し、

意思決定プロセスに絡む次長職の配置は重要である。特に本プロジェクトでは、ナクル

湖流域の関係者を巻き込んだ形で NAWASSCO や KWS をはじめ、他機関との連携が非

常に重要であり、その意味でも、次長職の早急な人材配置が求められる 22。  
また、環境局汚染管理課は、全スタッフが保健省からの出向者となっている。いつの

時点で所属元に戻るか分からないため、プロジェクト活動に関連して移転される知見や

技術（特に環境管理行政や公害防止など）に関する持続性は不透明である 23。 
よって、プロジェクト終了後の活動を持続させるためには、R/D 署名者である自治省

の支援を得ながら MCN は汚染管理課における安定した人員配置（保健省出向者をナク

ル市役所スタッフとして吸収する等）を検討すべきである。  
 

２）技術面 

汚染管理課スタッフの環境管理行政能力強化のためには、環境管理ツールの開発強化

が必要である。例えば成果１の水質モニタリングを通じて蓄積されたデータや環境監査

及びアセスメントデータを活用してのデータベース構築、蓄積したデータの情報公開資

料の作成等があげられる。  
 

                             
22 ナクル市環境局長をはじめとする関係者の話によると、環境次長の人材配置については、2007 年２月現在、選考プロセスにあると

のことである。 
23 同課スタッフ自身、質問票やインタビューで同じような懸念を示している。環境局長へのインタビューでは、まずは同課への人員

配置に係る予算を確保する必要があるとのことだった。 
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（３）ナクル湖流域管理における MCN の役割 

ナクル湖流域における協力関係を構築するうえで、企業連合（Business Associations）、
大学、NGOs、CBOs 等のステークホルダーが公式、非公式に集まり、ナクル湖流域管理に

関する勉強会を開催し、そのなかで流域管理への取り組みを検討する機会を MCN が提供

する等、MCN のイニシアティブが求められ、野生生物保護のために同地域の保全に関心の

高い KWS の支援も必要である。 

これら状況にかんがみ、例えば郡環境委員会（District Environmental Committee）等の集

まりを活用するといったことなどが考えられる。 

 

（４）JICA からの支援 

R/D に記載どおり、JICA は引き続きプロジェクトへの支援、関与が求められる。 

 

（５）PDM の改訂 

中間評価調査中のワークショップ及び議論を通じ、今後プロジェクト目標を達成してい

くうえで、主に成果２、３を中心に関係者の共通認識を具現化する文言及び指標、活動と

すべく M/M に添付した Evaluation Report の Annex 10 のとおり PDM の改訂が望まれる 24。 

 

５－２ 教 訓 

（１）プロジェクト活動への予算措置の制度化 

現時点では、プロジェクト活動の多くは、日本側の負担によるものである。プロジェク

ト終了後も活動が持続するためには、プロジェクトの残り期間中からケニア側が負担でき

るような仕組みをつくっておく必要がある。そのためには、今後の活動を特定し、それに

対する予算を算出したうえで、先方政府の予算サイクルに合わせて申請するような手続き

を促進することが大切である。 

 

（２）プロジェクト内のモニタリング強化 

当初計画に比べ、遅延が見られるプロジェクトの活動については、活動進捗に関するモ

ニタリングを通じてプロジェクト全体の進捗を適宜確認・軌道修正する必要がある。その

際、プロジェクト目標と各成果について達成すべきレベルを設定し、「いつまでに」「何を

行い」「その結果、どのような状態になっている」かを明確にすることが大切である。PDM
の計画と実際の状況に差異が見られる場合は、プロジェクト関係者や JICA ケニア事務所

と協議・合意のうえ、PDM の柔軟な見直しも必要である。 

                             
24 本改訂は、2007 年２月 16 日に開催された JCC の場において承認された。 
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２．プロジェクト実施体制図 

 

３．ナクル市役所環境局組織図 

 

４．2007 年２月 13 日ワークショプ記録（於：ナクル・メリカホテル） 
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２．プロジェクト実施体制図 
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３．ナクル市役所環境局組織図
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PROCEEDINGS OF THE STAKEHOLDERS’ WORKSHOP HELD AT MERICA 
HOTEL ON 13TH FEBRUARY 2007 DURING THE JOINT MID-TERM 
EVALUATION OF THE PROJECT FOR IMPROVEMENT OF ENVIRONMENTAL 
MANAGEMENT CAPACITY IN NAKURU MUNICIPALITY AND 
SURROUNDING AREAS (NEMP).                                                    
 
PARTICIPANTS 
 
Mid-Term Evaluation Team – Kenyan Side 
1. Eng. Julius M. Mungai, Municipal Engineer, Municipal Council of Nakuru 

(Kenyan Team Leader). 
2. Eng. Ephantus Kamau, Engineer, Department of Urban Development, 

MOLG. 
 
Mid-Term Evaluation Team – Japanese Side 
1. Mr. Senro Imai, Senior Advisor (Environmental Management) Institute for 

International Cooperation (Japanese Team Leader). 
2. Ms. Chie Ezaki, Assistant Resident Representative, JICA Kenya Office, 

(Cooperation Planning, Joint Mid-Term Evaluation Team). 
3. Ms. Kazuyo Kaneko, Consultant, IC Net Limited, Evaluation Analysis). 
 
JICA Kenya Office 
1. Mr. John N. Ngugi, Senior Programme Officer, JICA Kenya Office. 
 
Japanese Advisory Team (JAT) 
1. Dr. Hiroyuki Goto, Chief Advisor/Environment Management, Project for 

the Improvement of Environmental Management Capacity in Nakuru 
Municipality and the Surrounding Areas (NEMP). 

2. Eng. Shigeo Watanabe, Project Coordinator, NEMP. 
3. Eng. Toshiyuki Ujie, Leader of Laboratory Team/Data Analysis, NEMP. 
4. Eng. Kyoko Usuda, Database Development, NEMP. 
 
Municipal Council of Nakuru 
1. Councillor Charles Maisiba, Environment Committee, Municipal Council of 

Nakuru. 
2. Mr. S. C. Kiarie, Head, Environment Department & Partnership Coordinator, 

MCN, (Project Manager, Project for the Improvement of Environmental 
Management Capacity in Nakuru. Municipality and the Surrounding Areas 
(NEMP). 

3. Mr. J. M. Kamau, Cleansing Department, Municipal Council of Nakuru. 
4. Ms. Mary Gikunju, Public Health Officer, MCN. 
 
Pollution Control Section Staff, MCN 
1. Ms. Margaret Kuibita, Head, Pollution Control Section, DOE, MCN. 
2. Mr. Stephen Gicheru, Assistant Head, Pollution Control Section, DOE, 

４．2007 年 2 月 13 日ワークショプ記録（於：ナクル・メリカホテル）
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MCN. 
3. Ms. Nora Mulama, Pollution Control, Municipal Council of Nakuru. 
4. Mr. George Gachomba, Pollution Control, Municipal Council of Nakuru. 
5. Mr. Johnson Mwangi, Pollution Control, Municipal Council of Nakuru. 
 
LNNP/KWS 
1. Mr. Charles K. Muthui, Senior Warden, Lake Nakuru National Park, Kenya 

Wildlife Service (LNNP/KWS). 
2. Mr. Joseph Edebe, Senior Research Scientist, LNNP/KWS. 
3. Mr. Akira Morikawa, JOCV – LNNP Research, JICA/KWS 
 
NAWASSCO 
1. Mr. Omedo E. O., Zone Manager (for MD), NAWASSCO. 
 
WQTL 
1. Mr. Andrew Kulecho Chief Technical Manager, NAWASSCO. 
2. Mr. Ngatia Waweru, NAWASSCO/WQTL, NAWASSCO. 
 
ABSENT WITH APOLOGY 
1. Mr. A.M. Leina, Town Clerk, Minicipal Council of Nakuru. 
2. Mr. Jason Ongeri, Managing Director, NAWASSCO. 
 
PURPOSE OF THE WORKSHOP (PROGRAMME ATTACHED) 
1. To share the achievements of the project so far. 
2. To identify constraints and challenges to be addressed towards the project’s 

implementation and sustainability. 
3. To set the timeframe to deal with the constraints and challenges. 
4. To discuss the Project Design Matrix (PDM). 
 
OPENING REMARKS BY THE KENYAN TEAM LEADER 
Eng. Mungai, Kenyan Team Leader welcomed the participants and explained 
the project’s purpose and the purpose of the Joint Mi-Term Evaluation. He 
requested participants to participate actively in the workshop. 
 
REMARKS BY CHAIRMAN OF THE ENVIRONMET COMMITTEE, MCN 
Councillor Charles Maisiba, Chairman of the Environment Committee 
welcomed the participants and especially the mission member from Japan who 
was also the Leader of the Japanese Team. He also apologized on behalf of the 
Town Clerk who had to attend a court case. Cllr. Maisiba then briefly explained 
the organization of the central and local governments in Kenya so that the 
Japanese Team members could understand the title “Councillor.” Finally 
Councillor Maisiba delivered an official speech in which he highlighted the 
project’s activities and also thanked the Joint Mid-Term Evaluation Team 
members and all the participants representing the various organizations. 
 
REMARKS BY JAPANESE TEAM LEADER 
Mr. Senro Imai, the Japanese Team Leader made a brief presentation of the 
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objectives of the Mid-Term Evaluation. He pointed out that the project has 14 
indicators and 21 acivities which would be the subject of discussions at the 
workshop after which the Project Design Matrix (PDM) may be reviewed. 
However the Overall Goal and the Project Purpose would remain the same. 
 
Mr. Imai explained the design concept of the project noting that development of 
capacity at organizational level is important for the project’s sustainability. 
Capacity for the Municipal Council of Nakuru (MCN) therefore includes the 
administrative capacity for guiding and collaborating with stakeholders.  
 
REMARKS BY JAPANESE TEAM MEMBER 
Ms. Kaneko the consultant in charge of Evaluation Analysis for the Joint 
Mid-Term Evaluation Team explained that she had gathered data the previous 
week from the participants and was now expressing her appreciation of the 
cooperation and support she had received.  
 
Ms. Kaneko explained that the evaluation methodology of the team as follows: 
 
1. Review the progress and achievements of the project, analyze and evaluate 

using five evaluation criteria; relevance, effectiveness, efficiency, impact and 
sustainability, and finally make recommendations.  

 
2. The progress and achievements of the project would be based on the 

outputs. 
 
3. From the above, the status and the negative or positive achievements of the 

project purpose can be observed.  
 
4. Based on the results of the above, some challenges emerged which would 

form the topics for group discussions, e.g. 
 

- How to utilize monitoring and testing data. 
- Involvement of stakeholders (including stakeholders other than the 

lead organizations).  
- The kind of environmental management tools to be developed. 

 
GROUP DISCUSSIONS – CONSTRAINTS AND CHALLENGES 
Ms. Kaneko explained the method to be followed for Group Discussions as 
follows: 
 
1. Participants would break up into three groups. Each group would discuss 

the constraints concerning each of the three topics and identify the 
following: 
- What should be done. 
- Who should be responsible for taking action. 
- When should the deadline be. 
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Performance of various activities may be required to tackle each constraint. 
After completion of the three main topics, each group may also tackle other 
issues. 
 
Groups were randomly selected although some attention was paid to ensure 
that each group had participants from the various organizations. The presenters 
for the groups were selected as follows: 
 
Group A: Mr. Andrew Kulecho, NAWASSCO. 
Group B: Mr. Joseph Edebe, LNNP/KWS. 
Group C: Mr. Stephen Gicheru, MCN. 
 
GROUP PRESENTATIONS 
After Group Discussions, the groups presented the results of their discussions 
as detailed in the following pages: 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－
7
2
－

GROUP A     
     

NO CONSTRAINTS WHAT TO BE DONE WHO IS 
RESPONSIBLE BY WHEN 

1   

  Planning and Management -Health, 
KWS - (All) 

  Conformity with Standards (Statutes) 
  Efficiecy 
  Public Awareness Information 
  Portability (Health) 
  Consumer Source 
  Prosecution Purpose 

  Identify customer needs KWS, MCN, 
NAWASSCO 

IMMEDIATELY 

  

DATA  
UTILIZATION 
(Type of Data) 

Accreditation of Lab 

NAWASSCO 

Applications 
submission  end 
of April 2007 

2 Establishment of Information Centre MCN June 2007 

  Provide quality data at Information 
Centre 

NAWASSCO 
& MCN 

30th December 
2007 

  

Involving other 
stakeholders 
(Accessibility) 

Develop various IEC MCN June 2007 
3       
        
        
  

Environmetnal 
Management tools 
to be developed 
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－

 
 GROUP B      
       
 

  DATA UTILIZATION 
INVOLVEMENT OF 
OTHER 
STAKEHOLDERS 

TOOL 

 
Who should be 
responsible 

MCN - Enforcement but 
"Prosecution" by Courts People   Legal 

Internal 
Regulations 
operations 
Manual 

   KWS - Research Manufacturers MCN ○ � 
 

  
NAWASSCO - Quality 
control of portable water 
and  

Collaborators KWS ○ ○ 

 
  sewage by NAWASSCO  MCN, KWS, 

NAWASSCO, NAWASSCO ○ ○ 

 
  

If enforcements needed  
by KWS and 
NAWASSCO 

Ministry (Water)     

   request to MCN Academic Org (Egerton)     
     Other stakeholders       
 

What are the 
constraints 

1. Lack of formal 
Cooperation  - Lack of awareness 

 - Lack of 
resources / 
support, 
goodwill 

    

 

  
2. Concern quality of 
treated sewage by 
NAWASSCO 

 - Lack of involvement 

 - Lack of 
the tools to 
bear fruits / 
tangible 
things 
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7
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－

 

  (Question on 
NAWASSCO internal) 

 - Lack of budget 
allocation 

 - Lack of 
tools to share 
information 
which can be 
achieved  

  

 

  3. Inspection in the 
future 

for the 
NAWA/MCN/KWS 

in the MOU 
/ Agreement  
which is 
lacked now 

  

 
    to team up  for 

participatory     

 
    operation  leading to 

draft     

     of MOU / Agreement       
 Which is the deadline There is none Continuous even after 

NEMP 
Will occur in 
3 Phases     

 
      Phase 1: 

August 2008   

 
      Phase 2: 

August 2008   

 
      

Phase 3: 
February, 
2009 
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 GROUP C    
     
 What are the constraints What should be done Who should be 

responsible Deadlines 

 MONITORING DATA 1. Who else required the data WQTL to MCN for 
distribution Monthly 

   disseminate to:   Quarterly 
    - NBA Secretariat   1/2 Yearly 
 

   - Nakuru Environ. 
Consortium   Annually 

 
   - Min. of Water & 

Environment     

 
   - Agriculture - Crop protection     

 
  2. Is the data reliable / 

Accepted?     

 
   - Data interpretation Interpretation can be 

done by each   

 
   - Can be used to monitor the  KWS, MCN, 

NAWASSCO   

   project and improve it     
    - Analyze items Analysis by WQTL   
 

   - Can be used to address 
corrective     

   action as soon as practical     
 STAKEHOLDERS  1. Universities - Involvement in 

monitoring activities 
1. MCN as lead 
organization to take  1. Ad hoc 

 INVOLVEMENTS Flamingo net charge support from 
KWS - WCK   

   NEMA     
         



 

－
7
6
－

 
  2. Schools - Education 

progression 2. Education by KWS 2. Wetland day / 
Others 

         
 

  3. Professional & Trade 
Associations - Schedule 

3. Associations to be 
led by MCN and 

3. Monthly / 
National 
Environment  

 
  meetings, workshops and 

seminars 
supported by KWS, 
WCK, NEMA, NEC    day 

         
 

  4. Draw MOU to be actioned by 
each stakeholder 4. MCN / NEMA   

 ENVIRONMENT 
MANAGEMENT 

Education communication 
material 

MCN with support of 
KWS, NAWASSCO March, 2007 

 TOOLS  - Baseline survey data and other collaborators 
in environment 

April 2007 (Baseline 
data) 

 
   - Strategic plans (short and 

long term)   June 2007 (Strategic 
Plans) 

 
      March 2007 

(Standardize) 
         
 

  Data Base (Centralized) MCN and NEMA Ongoing - April 
2007 

         
 

  Data Base (Individual) to 
improve the skilled of the  

Each organization 
(KWS, NAWASSCO) KWS - Monthly 

   involved personnel   WQTL - Done 
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SUMMARY OF MORNING SESSION DISCUSSIONS 
 
1. Utilization of Data 
 

a) Capacity development of staff is required through training and 
workshops. 

b) For data to be considered as credible, accreditation of WQTL is 
required.  

c) The information centre will be a focal point for environmental 
information. MCN should be updating the data at the centre. 

 
2. Involvement of Other Stakeholders 
 

a) Stakeholders to be involved in the project should include NGO’s, 
Community Based Organizations (CBO’s), schools and other academic 
institutions such as universities. 

b) MCN could also collaborate with KWS regarding education activities. 
c) Regular meetings should be held between MCN and other 

organizations. 
 
3. Development of Environmental Management Tools 
 

a) For the key organizations, tools such as internal regulations, operations 
manuals, regulations for enforcement, setting of environmental 
standards can be developed. 

b) Database of environmental information can be developed. 
c) Development of environmental education training programmes. In this 

regard, education materials can be developed by MCN and KWS. 
 
It was agreed that the above summary be reflected in the recommendations in 
the evaluation report. 
 
DISCUSSIONS ON THE PROJECT DESIGN MATRIX (PDM) 
This session was held in the afternoon. It was chaired by the Japanese Team 
Leader, Mr. Imai who informed the participants that according to what the Joint 
Mid-Term Evaluation Team had observed, the PDM seemed generally fine. In 
this case the overall goal, project purpose and structure would be maintained. 
However, he noted that some indicators did not seem to be so good hence 
making it difficult to properly evaluate the project’s activities. It is therefore 
necessary to come up with appropriate indicators. At the same time, some 
additional activities may have come up due to initiative although there were no 
indicators. In that case some indicators can be added where necessary. 
 
With regard to the Outputs, Mr. Imai noted that there may be need to 
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reexamine Output 3 “Commitments are obtained among lead organizations and 
stakeholders to sustainable actions for watershed management.” 
 
Mr. Imai then handed over the session to the Director of Environment/Project 
Manager Mr. Kiarie since the project is in charge of the PDM. 
 
AMENDMENTS TO THE PDM 
Participants went through all the Outputs and Activities indicated in the PDM 
and after brainstorming amended it as attached. 
 
CLOSING REMARKS BY JAPANESE TEAM LEADER 
In his closing remarks, Mr. Imai expressed his satisfaction with the initiative 
and ideas of the participants noting that it was beyond his expectations. He 
requested the project to come up with the details of the project’s activities later 
in view of the changes made to the PDM. 
 
CLOSING REMARKS BY KENYAN MISSION MEMBER 
The member of the Joint Mid-Term Evaluation Team representing the Ministry 
of Local Government, Eng. Ephantus Kamau said it was an honor for him to be 
part of the Evaluation Team and to have the opportunity to make closing 
remarks and also have a chance to deliver a vote of thanks. He went on to thank 
the participants for sparing their time to attend the workshop, Japan and JICA 
for their support, JICA Experts, collaborating agencies and members of the 
JCXC for steering the project this far over the last two years. Eng. Kamau also 
thanked the organizers of the workshop. 
 
Eng. Kamau noted that since the PDM has now been prepared, the challenge 
now is how to act on it. Since this is a great challenge, the workshop 
participants should therefore ensure that the results of the workshop are 
implemented. Eng. Kamau also informed the participants that the Permanent 
Secretary had expressed the necessity of those involved in the project to 
embrace it and own it for its sustainability. In this regard, Eng. Kamau would 
inform the Permanent Secretary of his observation that those involved in the 
project were very willing to do so. 
 
Finally, Eng. Kamau informed participants that the results of the workshop will 
be included in the evaluation report and circulated for comments so that the 
final report can be prepared before the Joint Coordinating Committee Meeting 
on Friday. 
 
END 
 
 
 





ENVIRONMENTAL ACTIVITIES ON INDUSTRIAL EFFLUENT MONITORING

INDUSTRIAL MONITORED
PARAMETERS EXCEEDING
EFFULUENT STANDARD

IN MAY 2005

PARAMETERS EXCEEDING
EFFLUENT STANDARD

IN DECEMBER 2006

ACTION TAKEN BY
DEPARTMENT

ACTION TAKEN BY INDUSTRY

1 HAPPY COW PH, COD, BOD, TSS PH, COD, BOD, TSS
NOTICE SERVED, UNDER
INVESTIGATION

EFFORTS TO IMPROVE EFFLUENT
QUALITY

2 BIDCO PH, TSS NONE NONE N/A

3 VALLEY BAKERY COD, BOD NONE NONE N/A

4 RIFT VALLEY PRODUCTS TSS, BOD, COD, OILS TSS, BOD, COD, OILS PROSECUTION NONE

5 LORDRA LTD PH, BOD, TSS, TP NONE NOTICE ISSUED
IMPROVEMENT OF
PRETREATMENT PLANT

6 NAKURU TANNERS COD, BOD, NH3, TSS COD, BOD, NH3, TSS, TP NOTICES, PROSECUTION
FACTORY IMPROVEMENT,
CLEANER PRODUCTION
ENHANCED

7 SPINKNIT TEXTILES COD, BOD, PH NONE NOTICE ISSUED
IMPROVEMENT ON EFFLUENT
QUALITY

8 SPINKNIT DAIRY COD, BOD, TSS NONE NOTICE ISSUED
IMPROVEMENT ON EFFLUENT
QUALITY

9 BEDI INVESTMENT PH, BOD PH, NH3 NOTICES ISSUED
CONSTRUCTION OF NEW
PRETREATMENT UNIT

10 MENENGAI OIL REFINERIES PH, COD NONE NOTICES ISSUED
PRETREATMENT PLANT UNDER
CONSTRUCTION

11 PYRETHRUM BOARD PH, TSS, BOD, COD, OILS NONE NOTICE ISSUED
IMPROVEMENT ON EFFLUENT
QUALITY

12 PALMAC OIL REFINERS PH, TSS, BOD, COD, NH3 NONE
ANALYSIS OF EFFLUENT IN
GOVERNMENT CHEMIST

CLEANER PRODUCTION
ENHANCED

13
KENYA COOPERATIVE
CREAMERIES

PH, TSS, BOD, COD, NH3 NONE NOTICE SERVED CHANGED THE PROCEEDING LINE

COMMENT
100% OF INDUSTRIES NON-COMPLIANT IN 2005
31% OF INDUSTRIES NON-COMPLAIANT IN 2006
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